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［要約］

　児童家庭相談体制の確立に資するため、保育所実施型の地域子育て支援センター（従来型）の運営、相談活動

実態を把握することを目的として、全国のセンターに対し質問紙調査を郵送法により実施した。361か所、66．

2％から回答があり、センターの運営、相談活動の実態を明らかにすることができた。

　今回の調査を通じ、地域子育て支援センター事業は、乳幼児及びその親に対して居場所を提供し、親たちの相

互援助を活性化し、求めに応じ保育士等が相談に応じ、また、必要な場合には、狭義の児童福祉援助を行う児童

相談所等の機関に紹介する機能を果たし得ることが明らかとなった。児童相談所や福祉事務所（家庭児童相談

室）が狭義の児童福祉関係相談に個別的・継続的援助を行っているのに対し、地域子育て支援センターは、乳幼

児を中心とする地域の子育て家庭に対し集団的・支持的・情報提供的援助を行っていることが明らかとなり、両

者の機能は相互補完的であった。今後は、地域子育て支援センターの運営強化を図るとともに、ファミリー・

ソーシャルワーク機能をもつことが課題となる。

見出し語：　地域子育て支援センター事業、保育所、保育士、児童家庭相談サービス

An舶alysisof”ProjectofCo㎜ityCenterstoSupportChildCare（OrdinarySe四ices）”
Operated　by　Day－Care　Centers

　　　　　　　　　　　Reiho　KASHIWAME，　Mami　YAM醐OTO，　M虻i　OGI，　Wakako　TANIGUCHI，

　　　　　　　　　　　Shigeo　HAYASHI，　Takdhiro　AMINO，　Yukio　SHINBO，　Shigekazu　NAKATANI

　We　carried　out　a　（1uestionnaire　survey　on　al　l　”project　of　community　centers　to　supPort　child

care　（ordinary　services）”　operated　by　day－care　centers．　Answers　from　361　centers　（66．2毘）were

received．　From　the　resul　ts　of　this　survey，　a　cl　ear　pi　cture　of　the　present　operation　methods　and

counseli㎎　conditions　of　these　supPort　services　was　obtained．

　”Project　of　co㎜ity　centers　to　supPort　chi　ld　care（ordinary　services）”　operated　by　day－care

centers　provide　a　gathering　place　for　mothers　with　babies　an（i　toddlers　and　are　very　helpful　in

terms　of　mutual　supPort．　In　addition　to　this，　nursery　teachers　give　counseling　services　when

mothers　need　help　and　also　provide　info㎜tion　on　other　services　avai　lable　within　the　chi　ld　welfare

system．　Chi　ld　Gui〔セnce　Centers　and　Fami　ly　and　Chi　ldren’s　Guidance　Rooms　provide　private　counsel　ing

services　and　follow－up．　In　contrast，　the　supPort　provided　by　”project　of　com㎜nity　centers　to

supPort　chi　l（1　care”　operated　by　｛1ay－care　centers　is　group－based．　It　can　be　said　that　these　two

types　of　counseli㎎organizations（private　and　group－based｝have　a㎜tual　relationshiμ

［Key　Words］：Project　of　Co㎜㎜ity　Centers　to　supPort　chi　ld　care，　Day－Care　Center，　Nursery　Teachers，

　　　　　Counseling　Services　for　Child　and　Family
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■。　研究目的

　現在、児童家庭相談サービスは、児童相談所、福祉事

務所（家庭児童相談室）等の行政機関や児童家庭支援セ

ンター等の児童福祉施設、地域子育て支援センター事業

や都市家庭在宅支援事業（子どもの虐待防止ホットライ

ン）等の事業において幅広く実施されている。

　しかし、児童・子育て問題に対応する各種相談援助機

関・施設・事業の役割分担や協同のあり方が十分整理さ

れておらず、類似の機能を掲げた機関や施設、事業も存

在している。サービスの量的整備は必要であるが、その

サービス内容や役割分担、利用の実態を明らかにしない

ままの供給は非効率であり、利用者の混乱を招くおそれ

がある。

　著者ら1陶3レのはこれまで、これらの相談機関の役割

分担の明確化、ネットワークづくりをめざしつつ、その

前提として、児童相談所や家庭児童相談室の相談援助業

務の実態把握に努めてきた。今年度は、地域における身

近な相談援助サービスとして平成5年度（モデル事業）

から開始され、いわゆる緊急保育対策等5か年事業、新

エンゼルプランにおいて拡充が図られている地域子育て

支援センター事業（保育所実施型〉の活動・運営実態を

把握することとした。

　地域子育て支援センター事業は、地域内の子育て相談

ネットワークの構築や情報提供の中心としてその力を発

揮することが求められている。本研究は、児童家庭相談

ネットワーク上の地域子育て支援センターの地域におけ

る役割、児童相談所や家庭児童相談室等との機能分担や

連携のあり方について明らかにし、今後の地域における

相談体制のあり方検討に資することを目的としている。

　なお、本年度は、実態調査の結果をもとに保育所実施

による従来型の地域子育て支援センター事業（以下、

r地域子育て支援センター事業』という。）の運営実態

及び相談活動の実態について報告を行うこととする．

］［】〔．　研究方法

L研究の対象

　平成10年度「地域子育て支援センター事業」の国庫禰

助を受けた保育所実施による全地域子育て支援センター

（従来型及び小規模型）を調査の対象とするが、本年度

はr従来型』センターに焦点を絞り、運営及び相談活動

の実態の把握を行うこととした。

　厚生省通知5レによると、塘域子育て支援センター事業

は、地域全体で子育てを支援する基盤の形成、子育て家

庭の支援を目的として関連事業を実施するもので、r従

来型」とr小規模型』という2タイプがある。従来型と

は、平成5年度開始のモデル事業に始まる事業で、調査

実施時点である平成11年度においては、U｝育児不安等

についての相談指導、（2〕子育てサークル等の育成・支

援、（31特別保育事業の積極的実施、〔41ベビーシッター

などの地域の保育資源の情報提供等（平成11年度から追

加）の4事業のうち3事業を実施するものを指してい

る。事業費として常動職員及び非常勤職員それぞれ1名

分の人件費が設定されており、家庭児童相談室とほぼ同

様の人的構成となっている。小規模型は平成10年度から

開始された事業で、上記4事業のうち2事業を選択実施

するものをいい、非常勤職員1名分の人件費が盛り込ま

れている。

　なお、本事業にっいては、平成12年度から（51家庭的

保育を行う者（いわゆる保曹ママ）への支援事業の追加

が行われることとなっている。平成12年度からは、この

5事業のうち3事業を選択しているものがr従来型』と

なり、2事業を選択しているものがr小規模型』となる

予定である。このように、センターでの実施事業にっい

ては、子育て二一ズや社会の動向等によって毎年度事業

項目の追加や実施要件の緩和などが行われているが、本

研究では平成10年度国庫補助対象保育所を調査対象と

し・平成11年度現在の事業について調査を行うこととし

た。したがって、上記ωから〔3）の3事業を実施する保

育所が多くなっていることに留意が必要である。また、

本事業実施施設は保育所に限定されていないが、事実上

保育所が中心であり、煩雑さを避けるため、本研究にお

いては、保育所が実施している場合のみに限定して調査

を実施した。

　さらに、地域子育て支援センター事業は、緊急保育対

策等5か年事業に引き続き 、平成11年12月に策定された

新エンゼルプランにおいても整備目標が掲げられてい

る。新エンゼルプランによると、平成16年度までに全国

3，000か所のセンターが整備されることを目標としてい

るが、平成11年度末現在ω、従来型と小規模型をあわせ

て1，300余か所（平成11年度見込み）の整備にとどまっ

ているD

　本研究は・児童家庭相談体制のあり方検討の一環とし

て実施するものであり、今回は、相談事業が展開できる

人的条件が具備された従来型を調査対象として取り纏め

ることとした。

2．　実態調査にっいて

（1）調査方法
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柏女他：保育所実施型地域子育て支援センターの運営及び相談活動分析

　厚生省作成の平成10年度地域子育て支援センター事業

実施保育所名簿（国庫補助確定分）に渇載されている従

来型事業の実施保育所545か所を実態調査の対象とし、

質問紙調査を郵送法にて実施した。

　調査票は地域子育て支援センターの相談活動の状況を

把握するための調査票r地域子育て支援センターの相談

活動に関する実態調査』と、相談種別・件数の実績を把

握するためのr相談件数調査票』の2種類を作成し、配

布した。

（2）調査項目

　調査項目は、平成9年度実施のr家庭児童相談室の運

営に関する実態調査』ηを基本とし、地域子育て支援セ

ンターの業務、相談体制が把握できるように修正し作成

した。また、調査項目の検討に際し、平成9年に全国私

立保育園連盟8レが実施したr地域子育て支援センター事

業実施状況調ぺ』、平成11年8月に大阪市立大学生活科

学部社会福祉学研究室（代表秋山智久｝9レが実施した

r子育て支援ネットワークに関する調査」等を参考にし

て決定した。

　主な項目は、地域子育て支援センター事業実施保育所

の概要、地域子育て支援センター事業として実施してい

るサーピスの内容、業務に関わる職員体制・資格等、相

談活動の現状（開設時問、利用者、相談経路、種別、他

機関との連携等）、課題などである（調査票は末尾資料

参照）。

　また、相談件数調査は、過去に笑施してきた児童相談

所や家庭児童相談室の相談内容分析と比較を行うため、

東京都、千葉県、埼玉県の各1か所のセンターで実際に

使用されている実績報告票の相談分類（表1）をもと

に、調査対象者の分類可能性に配慮しつつ、同時に、児

童相談所調査10レや家庭児童相談室調査川との比較可能

性をも考慮し、以下の5大項目、16項目を相談分類とし

て作成し、調査を行った（調査票は末尾資料参照）。

①しつけ・教育等に関する相談（発育・発達、健康・医

　学的問題、しつけ・教育、基本的生活習慣）

②子育てに関する相談（家族関係・親子関係、子育て不

　安・育児ストレス、就労との両立に関すること）

③経済的問題など生活環境上の相談（経済的問題、子育

　て以外の家族関係）

④児童福祉に関する相談（養護相談、虐待・放任・放置

　に関する相談、障害に関する相談、非行に関する椙談

　、不登校・引きこもりに関する相談）

⑤その他の相談（保育所・センターの利用等に関する相

　談、その他）

（3）回収結果

　調査票の回収結果は、以下のとおりであった。

①地域子育て支援センターの相談活勤に関する実態調査

　配布数545、回収数361、回収率及び有効回収率66．2％

②相談件数調査

　配布数545、回収数：①H10年度実績記入あり319、②

　m1／11月相談実件数記入あり341、③H11／11月相談実

　件数、延件数記入あり143、有効回収率3①58．5％、

　②62．5％、③25．2％

　なお、回答者の職名は表2のとおりであり、具体的名

称は表3のとおりであった。

皿。　研究結果

1。地域子育て支援センター事業実施傑育所の慨要

（1）保育所定員・地域子育て支援センター事業開始年度

　事業実施保育所の定員は30人から200人以上の規模ま

でぱらっいているが、定員60人以上の保育所が実施して

いる割合が高く、もっとも多かったのは「51～90人』定

員で33．2％であった。次に多かったのはr91～120人』

定員の保育所で、22．7％であった（表4、表5）。この

割合を全国的な保育所定員別の割合（社会福祉施設等調

査報告【21）と比較してみると、全国的にもr61～

90人』定員規模の保育所が多く、本調査と同様の結果で

あった。しかし、本調査では、全国傾向よりも5ポイン

ト程度分布の偏りがみられ、r91～120人」定員の22，

7％とあわせると、地域子育て支援センター事業に取り

組む保育所の過半数が60人定員以上であるという結果で

あった。この結果、　r60人以下1の保育所による本事業

への取り組みはやや低いことが捲摘できる。

　地域子育て支援支援センター事業の開始時期について

みると、r平成9年度』の開始が24．9％でもっとも多

く、r平成10年度』の2L3％とあわせると46％が地域子

育て支援センター事業を開始して2年未満であった。次

いでr平成7年度以前」の開始が23．3％で、そのうちモ

デル事業として実施し始めたr平成5年度』が半数で

あった（表6、表7）。

　地域子育て支援センター事業実施保育所の設置主体

は、　r公設公営』52．1％、　r民設民営」47．1％でほぼ

半々であり、他の特別保育事業に比し公設公営保育所の

実施割合が高かった（表8）。

（2｝保育所が実施している保育事業

センター事業指定施設である保育所が実施している保
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育事業等については、　「乳児保育』（84．5％）、　「保育所

地域活動事業』〔80．9％1、r障害児保育』（70．4％｝と続

いており・地域子育て支援センター事業を実施している

保育所が特別保育事業に取り糧む割合の高さが示された

（表9）。全国保育所の乳児保育実施割合を例として比

較すると、平成8年4月、乳児指定保育所は全保育所の

35，0％、また平成10年4月時点でr低年齢児保育促進事

業」を実施している保育所は、全体の5．7％にすぎない

ことからみると、地域子育て支援センターを実施してい

る保育所の取り組みの高さがわかる。また、r延畏保

育」も本調査結果では69．0％が実施していると回答して

おり、全保育所を対象とした実施割合2割程度に比して

実施率の高さが特徴であることがわかる。

　しかし、前述したように、地域子育て支援センター事

業に特別保育事業の積極的実施が含められていることか

らみれば、地域子育て支援センター事業実施保育所の特

別俣育事業実施率が高いのはむしろ当然ともいえる。

　設置主体別にみた場合、全国的な傾向と同様に、民設

民営の保育所の方が特別保育事業の実施率が高く、これ

は保育所全体の特別保育実施率の全国数値と同様であ

る。しかし、地域子育て支援センター事業を実施してい

る公設公営保育所は、全体の中でも障害児保育事業だけ

でなく、一時保育や延長保育などについても取り組みが

積極的な保育所であるといえる（表10）。

　地域活動事業の実施は約8割の保育所でみられたが、

その内容についてみると、r保護者等への育児講座』

（57，6％）、r中学生・高校生の体験保育」　（55．

7％）、「世代間交流事業』　（55．1％）の3っが5割を

超えていた（表11）。

（3）地域子育て支援センター実施保育所の立地

　最寄りの交通機関（電車、バス）の駅からの距離は

r徒歩10分以内』が7L2％でもっとも多かった（表

12）。また、周辺地域の環境は、r住宅地域』が5LO％

でもっとも高く、次いでr農業・漁業地域』　（26．

6％）、　r商業地域」　〔17．7％）であった（表13）。

　保育所の他施設との併設状況は、88．4％が保育所とし

て独立して建設されているもので、公共施設や団地等他

施設と合築されている保育所は7．5％であづた（表

14）。周辺地域の違いを設置主体別にみても、顕著な差

はみられなかった。

2．地域子育て支援センター事業の運営について

（1）地域子育て支援センター事業の実施事業・活動

地域子育て支援センター事業実施要綱に挙げられた

4つの事業をみると、99．2％が「育児不安等についての

相談指導」を実施しており、次いで「子育てサークル等

の育成・支援』が92．8％であったpこのことから、ほぼ

すぺての保育所がこれら2つを選択しているといえる。

「特別保育事業の積極的実施』については、平成10年度

の補助基準から必須要件からはずれたこともあり、これ

は69，0％ともっとも実施率が低かった。　「地域の保育

サービスに関する情報提供等』事業を選択した保育所は

73，7％であった（表15）。

　地域子育て支援センターとして実施している活動は

「電話相談』　（95，8％）、　r面接相談』　（91．1％）、

r育児講座」（86。7％）、　r保育所の園庭開放』〔83．

4％）、　「行事への招待』　（82．8％）の順に多くなってお

り、相談活動に対する取り組みが高いことが明らかに

なった。しかし、一方でr特に力を入れている事業』と

して挙げられていたのはr育児グループ・サークル活動

の運営』〔35，2％1であり、「面接相談』や「電話相談』

に力を入れているとの回答は1割にも満たない状況で

あった。このことから、地域子育て支援センター事業と

して相談活動を行っているものの、必ずしも力を入れて

いる活動として認識されてはいないという現状が読みと

れる（表16）。

　設置主体別にr特に力を入れている活動」の傾向をみ

ると、公設公営ψ場合は民設民営と同様にr育児グルー

プ、サークル活動の運営』が30％を超えもっとも高かっ

たが、民設民営に比べr面接相談」やr電話相談』、

r育児講座」、　r地域傑育所との連携事業』について回

答する傾向にあることが示された（表17）。

（2）事業実施の環境

　専用電話の有無については72．6％がrあり」と回答

し、r保育所と兼用』との回答は22．7％であった〔表

18）。また、専用相談室の有無については、　「あり』が

50，7％である一方でrなし』が28．0％にのぼり、個別相

談に相応しい環境が整備されていない状況があることが

わかった・専用相談室の有無について設置主体及び専任

職員の状況とクロスすると、公設公営保育所の方が專用

相談室が整備されていない傾向がみられ、またセンター

事業に専任職員をおいておらず、r保育所職員全体であ

たる』センターの方に、専用相談室を持たない傾向がみ

られ、統計的にも有意な結果が得られた（表19、表20、

表21）。

3．職員体制にっいて

〔11地域子育て支援センター長にっいて
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　センター長の勤務体制は、　r常勤の兼任職員」が54・

0％でもっとも多く、　「常勤の専任職員』は30．2％で

あった（表22）。また、センター長の有する資格は、

r保育士』が84．0％でもっとも多かったがr教諭』資格

も14．7％おり、そのほかに公設公営保育所の場合、r社

会福祉主事』資格が11．8％みられた。r社会福祉士』資

格を有しているセンター長は5名（1．6％）であった

〔表23）．なお、センター長の性別は83．7％がr女性』

であった（表24）。

（21地域子育て支援センター事業の職員について

　センターの職員体制にっいては、rセンターの専任職

員があたる』ところが74，0％でもっとも多く、その場合

の専任職員の人数は、r2人」が41．9％、r3人』が

34．5％であった。r内容に応じて必要な職員があたる』

ところは15．5％、r保育所職員全員があたっている』は

6．1％で、多くは専任職員をおいていた（表25、表

25）．また、r専任職員の勤務形態』　（表27）は常勤が

6割を占め、職員構成のパターンもr常勤のみ』が3＆

6％でもっとも多くなっており（表28）、センター事業

に従事する職員は常勤の專任職員が中心となっているこ

とがわかった。

　専任職員の有する資格（表29）は、いずれの勤務形態

の職員においてもr保育士』がもっとも多かった。勤務

形態別に特徴をみると、「常勤であるが他職との兼務』

職員は、　r社会福祉士』、　r保健婦・看護婦』、　r社会

福祉主事」が他の勤務形態よりも多くなっていた。ま

た、　r非常勤』ではr教諭』が22．7％を示しており、こ

れは他の勤務形態との比較においても多いといえる。な

お、専任職員の動務形態別勤務日数の分布は、表30のと

おりであった。

　相談を担当している職員は、r常勤』職員の方がr非

常勤』よりもやや多かったが、大きな違いはみられな

かった．また、相談を担当している者の前職は、勤務形

態の別を問わずr保育士』が全体的に高かった。r非常

勤』の相談担当者の場合はr他保育所の保育士」及び

r相談機関』にいた者の割合がr常勤』やr常勤兼務』

の職員に比べて高い傾向があり、地域子育て支援セン

ター事業の開始にあたり、新規に採用された背景が窺え

る．また、前職での経験年数は全体的にばらついている

ものの、r常勤』やr常勤であるが他職との兼務』の場

合は、　r非常勤」よりも勤務年数が畏い傾向にあった

（表31、表32、表33）。

4．相談活動について

（1）相談開設日・時間、予約

　面接相談、電話相談ともにr週5日』がもっとも多

く、それぞれ46．0％、53．2％となっていた。しかし、一

方でr週1日」やr週2日』など相談日を限定している

ところもみられ、開設日はばらっいていた（表34）。な

お、表には載せていないが、相談開設日と保育所定員と

の関係をみると、統計的有意差はみられなかったが、

r週1日』やr週2日」の相談日を設定している保育所

は、定員規模がr30人』やr45人』と小規模な保育所で

ある傾向が窺えた。

　また、開設時間帯をみると、面接相談、電話相談とも

に「9；00から16：00』がもっとも多く、面接相談では

16．9％、電話相談では20．8％であった。電話相談は8：

30から受け付けるところも14．7％あり、面接相談よりも

開始時間が早めになっていた（表35、表36）。土曜日の

開設は61．5％がrしていない』と回答しており、月～金

のウィークデイの開設が基本となっていた（表37）。な

お、土曜日開設している割合は、民設民営保育所の方が

12．5％高かった（表38）．また、昼時間の開設は82，0％

がrしている」と回答しており、昼休み時間帯も開設し

ているところは1割程度であった〔表39、表40）。ま

た、面接相談の予約受付を行っているのは38，2％で、約

6割は予約受付を行わず、随時相談を受ける体制をとっ

ていた（表41、表42）。

（2｝相談対象、経路、相談回数

　相談対象となる子どもの年齢層は、　r1歳』164．

5％）、r2歳』〔58．4％）、　rO歳』（34．3％）の順で多

く、乳幼児、それも3歳未満を中心とした育児相談を受

けている実態が示された（表43）。

　相談経路はr保護者』からが94，5％を占めており圧倒

的に高く、次いで「保健所・市町村保健センター』の

30，5％であった。r他の行政窓口』やr近隣保育所』、

r家庭児童相談室」等を経由しての相談はいずれも5％

未満で地域子育て支援センターが行う相談活動の主流で

はないことが明らかになった（表44）．

　1事例あたりの相談に要する回数はr1～2回」が

87．8％を占めており、複数回継続する相談事例は全体で

1割程度であった （表45）。

（3）地域子育て支援センターとして行う相談業務の時間

　配分

　相談業務の時間配分は、　r10％未満」が3LO％、

r10～20％未満』が29．5％で相談業務の時間配分が2割

未満のところが6割を占めていた。しかし、一方で業務
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時間の半分以上を椙談業務に当てているセンターが約

1割あることも注目される結果であった（表46）。

　また、相談業務の内訳についてポイント計算（1位3

3点・2位：2点、3位；1点》したものをみると、

「相談・面接』がもっともポイントが高く、ついで「電

話相談』となっており、相談業務の内訳は実際にクライ

エントに対している時間が多く、相談記録や相談計画等

の作成にはあまり時間を当てていない現状が窺えた（表

47）。これは、地域子育て支援センターとして行う相談

活動が、育児講座や一時保育などの時間のなかで、立ち

話程度で行われたものも含まれており、児童相談所や家

庭児童相談室における相談援助活動のような行政サービ

ス決定のための相談、専門的相談とは種類が異なってい

ることを示唆させる。なお、これとともに、この実態調

査はタイムスタディによって業務時間を正確に追いかけ

たものではなく、回答者の主観（記憶）に依ったもので

あるため、クライエントに直接接している時間が実際よ

りも多めに出た可能性もあり、解釈には注意を要するも

のと思われる。

（4）相談内容

　相談内容としてr最近顕著に相談件数が増加してい

る」と認識している分野はr子育て不安や育児ストレ

ス」（2＆5％1で、r力を入れて取り組んでいる相談」と

してセンターが考えている分野も同じ（54，3％）であっ

た。これは、最近の相談件数の増加に対応しようという

意識のあらわれであるといえる。

　そのほか、相談が増えているのはr発育・発達」（15．

5％）やrしつけ・教育」〔M．7％）で、後述する相談件数

調査からも同様の傾向がみられており、塘域子育て支援

センターが対象としている相談は、身近な子育て上の相

談が中心であるという実態を裏付けた結果であった（表

48、表49）。

〔5）他機関との連携

　相談への対応として時々連絡をとる他機関として、

もっとも割合の高いのはr保健所・市町村保健セン

ター』の40．4％で、次いでr近隣の保育所』とr区市町

村児童福祉担当」が16．3％であり、相談業務を実施する

に当たり、他機関との達携はあまり必要とされていない

現状が明らかとなった（表50）。

　また、家庭児童相談室との連携は、r事例により連携

・協力することがある」が35．2％でもっとも多いが、全

体として家庭児童相談室との連携もあまり活発ではない

ことが示された（表51）．なお、公設公営保育所の方が

民設民営保育所よりも活発であるという結果が出たが、

これは市町村役所の伝達事項や書類などに触れる機会が

民設民営保育所よりも多く、家庭児童相談室の存在やそ

の活動にういて耳にすることがあるためであろうことが

推察される〔表52）．

⑥地域子育て支援センター事業についての周知活動

　地域子育て支擾センター事業についての周知活動は、

rパンフレットの作成・配布」　（83．9％〕、r広報等へ

の宣伝の掲載』（80，6％1となっており、8割以上のセン

ターが何らかの周知活動を実施していた。しかし、その

内容についてみてみると、地域子育て支援センターとし

てのr表看板の設置』　（47，6％）は半数に止まってお

り、広く住民に知らせるという趣旨から考えると工夫も

必要とされる。またr地域の保育所への定期的な訪問』

（15，2％）やr関連施設への定期的な訪問』（29．1％）は

実施率が低く、地域施設との連携を視野に入れた周知活

動は少なかった（表53》．

5。地域子育て支援センター事業の自己評価と今後のあ

　り方　

（1）地域子育て支援センター事業の実施についての自己

　評価

　r不十分なところはあるがある程度の成果をあげてい

る」との回答が74，5％にのぼり、r本来の目的を果たし

ている」の16，1％で、合わせると9割以上が現在の活動

状態を評価していた（表54）。

（2）、

地域子育て支援センターの地域における棺談機能や

　役割分担

　現在重視している機能と今後強化すべき機能の2つに

ついて尋ねた。r現在重視 している機能」は、r子育て

グループの育成・仲閻同士の相談・サポートしあう場の

提供等、親の育児力を高めることを目的とした集団援助

機能』が59，3％を占め、これはr今後、強化すべきだと

考える機能』としても40．4％が回答し、同様にもっとも

多くの回答が集まった。r身近な相談機関として直接相

談を通した援助活動』にっいては、r現在重視してい

る」が32，1％、r今後強化すべき機能」として挙げた割

合が30．2％になっており、約3割のセンターが相談によ

る直接的援助を中心としていく方向を示していることが

判明した。

　また、現在は重視していないが、今後の強化すべき機

能として挙げられたのは、r地域の保育所や子育て支援

サービス資源の職員や事業のバックアップ機能』　（11．
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9％）であり、地域子育て支援センターの今後の方向性

を示唆する結果であった1表55、表56）。

　r地域子育て支援センターの機能として重視している

こと』別に実施事業についてみるとr直接相談を通した

個別援助機能』が地域子育て支援センターとしての機能

として高いと考えているセンターでは、r面接相談』に

力を入れていると回答しており、またr集団援助機能」

を中心とするぺきであると考えているセンターでは、

r育児グループ・サークル』の運営支援に力を入れてお

り、実施事業への注力傾向が地域子育て支援センター機

能の方向性と一致する傾向がみられた（表57）。

か、の4つを検討した。以下、これらの問題意識に沿っ

て調査の結果から読みとれる事項にっいてまとめる。

（1）平成11年11月の相談傾向と平成10年度の相談傾向と

　の類似性

　調査によると、平成10年度の相談種別件数調査の結果

は、平成11年11月の種別割合とほぼ同様の傾向を示して

いた。このことにより、本調査を実施した平成11年11月

が特別な時期ではなく、地域子育て支援センターの相談

活動について分析するのに適当であったことが示唆され

た（表59、 表60）。

6，今後の児童家庭福祉事業の実施体制にっいて

　児童家庭福祉行政の区市町村による実施体制が適当で

あるか、また不適当であるかなどの考えにっいて分野別

に尋ねたところ、　r適当である』とr条件次第では適当

である」の2つをあわせた肯定意見がもっとも高かった

のは、r障害児童福祉行政jで5L5％にのぼった。次い

で肯定割合が高かったのは、rひとり親家庭福祉行政』

で50．7％であった。r現行の保育。健全育成のみ』に対

する肯定意見は45．4％にとどまり、陣害児やひとり親家

庭施策を住民生活に身近なレベルでの区市町村での実施

が適当であると考えているといえる。

　しかし、r要養護・非行。情緒障害児童福祉行政』及

びr在宅サービスのみ』、rすべての児童福祉行政』の

いずれも42～44％台で、全体として大きな差はみられ

ず、これまで調査した児童相談所や家庭児童相談室職員

が、障害、ひとり親、在宅サービスの移譲に肯定的な反

面、要保護児童福祉行政の分権化については否定的な見

解が高かったことと対比的であった。むしろ後述するよ

うに、センターは狭義の児童福祉問題や行政実施体制と

さほどの関わりをもたないため、意見が持ちにくいとい

う結果の現れと解釈することが妥当かもしれない（表

58）。

7。相談件数調査の結果

　相談件数調査で設定した相談種別にっいては前述した

通りであるが、その種別ごとに相談延件数、実件数を記

入してもらった。この調査では、大きく、①地域子育て

支援センターで活動している相談の内容・種別を把握す

ること、②その実件数、延件数を合わせて調査すること

により、1ケースあたりの相談回数を算出すること、③

面接相談と電話相談ごとに内容、件数の傾向を把握する

こと、④保育所利用者の相談利用と保育所を利用してい

ない地域住民による相談利用のどちらが中心であるの

（2）相談種別の傾向

　相談種別による内訳をみると、rしっけ・教育等に関

する相談』が47．0％と約半数を占めており、発育・発達

や基本的生活習慣といった子どもとの日常生活のなかで

抱く身近な相談が中心となっていた。次いでrその他の

相談」　（29．3％）が高く、保育所の利用やセンターが実

施する育児講座やサークルなどの行事・催し物に関する

問合せ、情報提供が挙げられていた．また、子育て不安

や家族関係に関わるr子育てに関する相談』は17．7％と

相談の2割弱であった（表60）。

（3｝面接相談と電話相談との比較

　面接相談と電話相談との比較では、面接相談が約7割

弱、電話椙談が3割強という割合になっており、地域子

育て支援センターでの相談は、面接での相談が中心であ

ることが明らかになった。電話での相談の内訳をみる

と、もっとも多かったのはrそあ他の相談」のうちの

r保育所、センターの利用等紹介に関すること』であ

り、次いでrしつけ・教育等に関する相談」であった。

一方、面接相談のうちもっとも多かったのは、rしつけ

・教育等に関する相談』で52．3％と半数以上を占めた。

しかし、細分類でみると、面接相談においてももっとも

多かったのはr保育所、センターの利用等紹介に関する

こと」の17．2％で、サービスの利用に関わる相談の多さ

が顕著であるといえる（表50）。

（41相談の利用者

　相談の利用者はr保育所を利用していない」子育て家

庭からの相談が全体の6割を占めており、事業を通し

て、地域の子育て家庭への働きかけが成果としてあらわ

れているといえる。これらは、主にセンターが実施する

育児サークルや講座への参加を通して、センターでの相

談事業についても情報を得るようになった層であるとい
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うことが窺え、育児サークルやグループといった集団へ

の援助活動が個別相談へとつながっていく過程があるこ

とが示唆される（表61）。

〔5〕保育所利用者と非利用者による相談内容の差

　保育所利用者の相談と非利用者の相談の内容別にみる

と、大分類の5項目についてはいずれの項目においても

保育所非利用者からの相談が5割以上を占めており、

r保育所、センターの利用等紹介に関すること」を含む

rその他の相談』では78．7％が非利用者からの相談で占

められていた。傑育所利用者からの相談が比較的多かっ

たのはr経済的間題など生活環境上の相談」や狭義の

r児童福祉に関する相談』であった（表61）。

　保育所利用者の相談でもっとも多かったのはrしつけ

・教育等に関する相談』で、これに含まれる4つの細分

類（a．発育。発達、b．健康・医学的問題、c．しつけ

・教育、d．基本的生活習慣）のいずれもが10％～16％

を占めており、この問題が相談の中心であることがわか

る。また他にはr子育て不安・育児ストレス」もユ0．4％

と他に比ぺて多かった。

　一方・保育所利用者の相談について内容をみてみる

と、保育所非利用者と同様にrしつけ・教育等に関する

相談』が43，0％でもっとも多く、次いで「その他の相

談」の34．9％であった（表52）。

（6｝相談の延ぺ回数等

　相談者の保育所利用の状況を面接相談、電話相談に分

けてみてみると、保育所利用者の方が面接相談の利用割

合がいずれの相談種別分類においてもやや高かった。こ

れは、日常の利用のなかで相談をする機会が多いためで

あろう。保育所非利用書も面接相談の方が電話相談より

も多かったが、電話相談の割合が傑育所利屠者よりも高

くなっていた（表63）。

　相談実件数1件当たりの相談回数を延件数から割り戻

すと、すべての相談が1～2回に収まっており、地域子

育て支援センターは、複数回・長期的に関わる必要のあ

る相談を対象とするものではないことが示唆される結果

であった。保育所利用者からの相談の方が、面接、電話

ともに非利用者からの相談よりも回数がやや多く、日常

的に接する機会の多さから相談の回数も増えるというこ

とが窺われる結果であった。また、r虐待・放任・放置

に関する相談』は、保育所利用者の面接相談回数が2．

5回であるのに対して非利用者の場合はL8回であり、他

項目に比べて特徴的であった。さらに、同項目の電話相

談では非利用者が2．0回であり、保育所利用者の2倍で

あった。これらの結果は、センター事業が虐待など狭義

の児童福祉相談に対しても身近な相談資源として一定の

機能を果たしていることを示唆しているといえるであろ

う（表64、表55、表66）。ただし、同一の利用者が複数

回、定期的に相談をもちかけても、センターの記録上は

その都度新規の相談として計上している可能性もあり、

解釈には慎重を要するものと思われる。

IV．　考察

　地域子育て支援センター事業は、子育ての孤立化等の

社会状況や児童福祉法の改正、保育所保育指針の改訂、

新エンゼルプランの策定等の施策動向からみて、俣育所

が担う業務としてサービスの向上が期待されている業務

である。平成12年度より、事業実施指定施設がr保育所

等』のみからr子育て支援機能を発揮できる地域の小児

科医院等の医擦施設』にも拡大することになり、保育所

の地域活動事業を通した支援とともに、新たなあり方を

検討する必要が生じている事業である。現在、小規模型

を含め全国に1，300余か所にまで広がっている地域子育

て支援センター事業の保育所実施型（従来型）にっいて

実態把握を行ったが、この結果は、今後の保育所による

地域子育て支援の方向性を検討する素材となるととも

に、地域における児童家庭相談機関の役割分担、ネット

ワーク形成を考えるための基礎資料となるものである。

　これまでの結果を受け、保育所実施型の地域子育て支

援センター事業の運営の現状について概略的に整理する

とともに、課題、今復の方向等について考察を進めた

い。

1，保育所実施型地域子育て支援センター事業〔従来型

　）の運営状況

　これまで、保育所実施型地域子育て支援センター事業

（従来型）の運営にっいて、調査結果をもとにその全体

傾向をとらえてきた。同事業の現状を、調査結果をもと

に整理すると以下のようになる。

　保育所実施型地域子育て支援センター事業（従来型）

は、公設公営、民設民営がほぼ半々であり、事業実施保

育所は、他の保育所に比し、特別保育事業や地域活動事

業が活発に実施されている。立地条件は住宅地域が多い

が、農漁村地域も比較的多くみられ、都市に特有の事業

とはいえない。とくに力を入れている活動としてr育児

グループ・サークル活勤の運営』が多く挙げられ、地域

の親たちがお互い助け合う居場所としての機能を重視

し、必要に応じて相談援助を行っている様子が窺える。
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センターは専任職員によって運営されている場合が多

く、その職員の多くは保育士資格を有している。

　センターの相談としては、乳幼児のしっけや教育、子

育て等日常の生活に密着したものが多く、また、傑育等

に関する情報を求める相談も多くみられている。このた

め、相談の回数も1～2回で対応していることが多く、

必要に応じ関係機関との連携による対応が図られてい

る。また、日常、保育所を利用していない親からの相談

が全体の6割であり、地域の相談資源としての機能を果

たしている。

　4分の3のセンターがr不十分なところはあるがある

程度の成果はあげている」と自己評価しており、また、

今後重視すべき機能としては、「子育てグループの育成

・仲間同士の相談・サポートしあう場の提供等、親の育

児力を高めることを目的とした集団援助機能』とr身近

な相談機関として直接相談を通した援助活動』に多くの

意見が集まった。

2．相談活動の実態からみた地域子育て支援センター事

　業の課題

〔1）相談活動の実態

　地域子育て支援センターの相談種別、件数等の把握

は、補助元の厚生省においても統一基準による実績報告

を求めておらず、都道府県に任せている。都道府県にお

いても、相談種別・件数の実績報告を管下市町村に対し

て求めているところと、いないところがあり、その実態

について全国的な把握はこれまでなされていない。ま

た、保育所でのセンター事業実施という性絡上、日常の

保育を通じての何気ない立ち話や問いかけによるr相

談」も多く、種別・件数報告を厳密に行うことが困難で

あるということもその理由として挙げられる。また、調

査からも保育士による相談活動が中心となっているが、

保育士自身が相談業務に関わるだけの技能訓練を十分に

受けていないため、相談種別の分類等を的確に行うこと

が難しいということも指摘できる。相談を受けたときの

記録を糟密に記載し、保存するという習慣が保育士の日

常業務のなかに位置づけられていないことも、相談活動

についての記録を厳密に行うことが難しいと考えられる

一つの要因である。

　こうした状況を前提としつつ相談実態の把握を試みた

が、調査の結果、地域子育て支援センターの相談は、

r1～2回』という単発の相談がほとんどであり、継続

して問題を解決する必要のある専門的、治療的な相談で

はないことが示唆された。相談件数調査からもrしつけ

に関する相談』等の基本的な相談が主であることがわ

かった。日常の関わりのなかで、日々の会話を通して行

われる相談を「相談事業」として認識していくために

は、特定の個別相談の日を設ける等によって事業化する

など、担当職員のみならず保育所保育士の意識の中に

r相談活動」を明確に位置づけることも必要ではないだ

ろうか。実際に、自由回答からもr　r相談をやっていま

す』と掲げてもなかなか相談には来ない」という実態が

あり、日常の保育や育児講座、育児サークルヘの支援の

機会を通じて間接的にr相談する』ものであると認識し

ているセンターもみられている。

　しかしながら、調査結果にみられるように、気軽に相

談できる地域資源としての地域子育て支援センターの意

義は大きく、児童相談所や福祉事務所（家庭児童相談

室）が果たし得ない役割・機能を果たしている現状が明

らかとなった。

〔2）物的環境（施設整備等）

　地域子育て支援センターが行う相談援助の特性とし

て、面接相談等の個別相談よりも育児グループの支援、

育児講座などの集団を対象とした援助活動が中心となっ

ていることが明らかになった。っまり、個別援助は実施

するものの、地域子育て支援センター事業の中心ではな

いということを示している。しかし、実際には面接相談

等の個別相談も約9割のセンターが実施している。その

一方で、専用相談室や専用電話などが整備されていない

など、相談に対応する環境が十分でないことが指摘で

き、今後改善が求められるところである。また、相談に

携わる保育士自身も、r相談活動』としての特性（落ち

着いた相談環境の整傭や秘密の保持等の配慮）を意識し

た関わりが求められる。

（3）人的環境〔保育士資格の見直し、職員研修など）

　相談対象としてはr当該保育所を利用していないj子

育て家庭が6割を占めているが、この層への働きかけの

手段として、r育児グループ・サークル』への支援や運

営が使われていることが窺える。地域における保育所の

周知を高める手段として、また、相談意欲の向上を目的

として、集団的な援助活動の方法が用いられていると捉

えることができる。しかし、この場合、ソーシャルワー

クとしての集団援助（グループワーク》による効果を期

待してそれらの活動を行っているのではなく、親同士の

仲間づくりや居場所の確保、他サービスヘの働きかけな

どを促進させるためのファシリテーターやコーディネー

ターとしての役割に近いといえる。こうした活動を保育

士が担う場合には、保育というケアワークの習熟のほか
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にソーシャルワーカーとしての素養も求められてくるこ

ととなる。また、個別相談活動に力を入れる地域子育て

支援センタ‘もあるが、この場合も、ソーシャルワーク

やカウンセリングの知識・技術が求められてくることと

なる。

　調査結果から、現在の地域子育て支援センターの働き

は、個別援助よりも集団活動を通した子育て家庭、保護

者の当事者グループの組成であり、その関わりのなかで

日常会話の一部として行われる相談であると示唆され

た。この場合、こうした專門職に求められる資質、専門

性とは、　「カウンセリングマインドを持ち、ケアワーク

によって培ったノウハウを基礎として相談援助活動を行

うソーシャルワーカー』としてのものであるといえる。

調査結果にみられるように、地域子育て支援センターの

機能を保育士が主として担うのであれば、今後、保育士

の養成課程そのものも検討されることが必要であろう。

㈲既存の社会資源、機関との連携について

　調査の結果から、地域の他社会資源、機関との連携が

必ずしも十分ではないという現状が明らかになった。セ

ンターが保育所利用者だけの限られた相談だけに対応す

るばかりでなく、地域の子育て家庭への支援を行う機能

をさらに充実させていくためには、他の地域資源や專門

機関との連携強化は欠かせない。そのためには、他の地

域社会資源の活動についての情報を集め、地域の援助

ネットワークの一員としての意識をもち、また、セン

ター事業による援助の限界を熟知した活動が求められ

る。センター事業を奨励する区市町村も、地域福祉計画

や児童膏成計画などの計画策定を通じて、地域子育て支

援センターの位置づけやあり方、機能について整理して

おくことが求められる。

3．バックアップの体制整備

　地域子育て支援センター事業のみならず、保育所は地

域の子育て家庭への支援を行う施設として、地域に開か

れた存在となっていくことが期待されている。そのなか

で地域子育て支援センター事業は、実施保育所周辺だけ

でなく、区市町村全体の社会状況にも目を配ることが求

められている。しかし、一方では、保育所を利用する子

どもや家庭といった従来からの対象に対するサービスも

続けて行わなければならず、保育所の負担は大きなもの

であることが予想される。そのため、地域子育て支援セ

ンター事業を実施している保育所への制度的なバック

アップが必要である。特に定員規横が小さな保育所は活

動に取り組みにくい現状が調査から示唆されるため、要

件の緩和を含め援助することが必要であろう。

　また、保育士研修への参加機会の確保やソーシャル

ワーク研修の充実などの研修内容の再検討、地域の保育

所間の連携を糧織化（事業化）するなどの体制整備も必

要であると思われる。

4。他相談機関との役割分担と地域子育て支援センター

　の機能

　著者ら’ωは児童相談所、家庭児童相談室の相談活動

に関する先行研究を通じ、児童相談所が要保護性の高い

狭義の児童福祉相談に個別的・継続的に関わり、福祉事

務所（家庭児童相談室）は児童相談所と密接に連携しっ

つ、それらの相談に地域レベルで対応する役割を主とし

て果たしている現状を指摘してきた。すなわち、本来、

地域に密着した気軽な相談機関として期待されている家

庭児童相談室は、要保護児童問題の複雑・多様化を受

け、主として要保護児童問題に力を割かざるを得ない状

況に置かれていることが明らかとなり、このため、住民

が気軽に相談し、かつ、援助・情報提供を受けられる機

能が欠落している現状がみられることを指摘してきた。

　今回の調査を通じ、地域子育て支援センター事業は、

乳幼児及びその親に対して居場所を提供し、親たちの相

互援助を活性化し、求めに応じ傑育士等が相談に応じ．

また、必要な場合には狭義の児童福祉援助を行う児童相

談所等の機閲に紹介する機能を果たし得る機能を有して

いることが明らかとなった。地域子育て支援センター事

業は、たとえば子ども虐待問題の解決等に直接関わるの

ではなく、その前段階の日常生活上の育児ストレスや不

安外の対応を行う機能を発揮するものといえ、また、問

題の解決を目的とする個別的な相談活動を主目的とする

のではなく、居場所としての機能や親たちの相互援助機

能を活性化することにより問題の解決や支援を行う機能

を発揮するこ とが期待されているといえる。

　すなわち、児童相談所や福祉事務所（家庭児童相談

室）が狭義の児童福祉関係相談に個別的・継続的援助を

行っているのに対し、地域子育て支援センターは、乳幼

児を中心とする地域の子育て家庭に対し榮団的・支持的

・情報提供的援助を行っていることが明らかとなり、両

者の機能は相互補完的であった。

　しかし、今回の調査結果からは、必ずしも地域子育て

支援センターが地域の関係機関、サービス調整の中核と

しての機能を果たす姿はみえてこず、要保護性の高い児

童や子育て家庭に対して地域レベルでケース・マネジメ

ントや在宅サービスの調整を行い、ソーシャル・サポー

ト・ネットワークを形成・活用しっっ援助を行ういわゆ
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るファミリー・ソーシャルワークの機能を果たすところ

までは、現状では期待しがたいことも同時に明らかと

なった。こうした機能は、いわゆる都市家庭在宅支援事

業や児意家庭支援センター、東京都の子ども家庭支援セ

ンター等が果たすべき機能とも考えられるが、こうした

機関・事業は限られており、今後は、地域子育て支援セ

ンターの運営強化を図るとともに、いわゆるファミリー

・ソーシャルワーク機能を果たす事業としても充実すべ

きことが課題となるであろう。

　最後に、お忙しいなかにあって、負担の大きい煩雑な

調査に真摯にご協力いただいた全国の地域子育て支援セ

ンターの方々に深く感謝申し上げるとともに、本研究

が、センター事業並びに子ども家庭福祉相談体制の整備

に役立つ資料となることを心から願っている。
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表1地域子育て支援センターの相談分類の比較
千葉県Aセンター

基本的

活習慣

睡眠

乳離乳・離乳食

事排泄

発育・発達 身体的の発達
業社会性生活気になる行動

医学的問題 病気・けが

防接種

生活環境 家庭

隣・地域

育　　　稚園

育児方法 子どもとのかかわり方

け方・教育

分自身の問題

問い合わせ 入園

時保育

子育て支援 センターの内容紹介

種機関

ークル支援

その他

埼玉県Bセンター

唾眠

授乳

離乳・離乳食

食事

排泄

ほふく・歩行

身体の発達

言話

仕会性

性格

くせ

医学的問題

健康

家庭

近隣・地域

しっけ・教育の仕方

その他

（注）各項目の最後に「その他」を設けてあるが整理作業の都合上、省いている。

（資料）東京都、埼玉県、千葉県が自治体内保育所に使用を促している

　　相談分類票より作成

表2　回答者の職名

＼’r1、』

＼

東京都Cセンター

基本的生活習慣 食事

眠排泄遊ぴなど

発育・発達 身体
性性格言葉態度くせ等

健康 病気治療

防桜種

　等

家庭・生活環境 夫婦・祖父母との人聞関係

隣との関係
人虐待

教育・しつけ 学校・塾・進学

児法

つけ等

その他 保育所など社会施設

用の問い合わせ

子ども自身から

相談

家庭内の人間関係

校・塾

人関係

ぴ健康・からだ

の他

総　数
園長
長
センター
長 担当者 その他 N．A．

箇所数

％
　361
00．0覧

　71
9．7覧

　39
08％

　202
6眺

　10
8％

　39
08％

表3　回答者の職名（具体的名称）

園長・所長 園長、所長、畠II園長，所長補佐、園長代理

センター長 センター長、責任者，館長、施設長

担当者 相談員、主f壬　〔指導員、保育士〉、センター職員

その他
児童福祉課主幹、保育係主査、教育委員会主幹

査、福祉主事

表4　保育所の定員

サンプル数　　　　　　355
　　均　　　　106、1

　　　　　　　45．5
　　　　　　　　30
　　　　　　　　90
最大値　　　　　　340

表6　事業開始年度

表5　保育所の定員の分布

総　数
萄人以下 46～6D人 61～9D人 91～

20人
121～
50人
151人
上

N，A．

本調査対象保育所 　361
00．0当

　20

、5弘

　54
50覧
　120
32％
　82
27％
　44
22％

　35
7％

　6
7％

全国保育所零
1701655

00．0妬

10342旦

6．1妬

319017

8．7覧

491227

8．9監

451320

65％

181484

07％

155186

91当

　0
0％

辞t会幅祉施設等調査韓告より

総　数
’F成7年　　　平成

以前　　　7年度
平成

年度

平成

年度

平成

0年度 凡A．

箇所数

％
　361
00，0覧

　84　　　　43
3．3弘　　U9％

　60
66妬
　90
49艶
　77
13％

　7
9妬

表7　平成7年度以前の内訳
　　　　　平成総　数　　2年度 亜成

年度

平成

年度
平成

年度
N．A．

箇所数

％

　　84　　　　　1

DO．0艶　　12曳

　3
6男

　42
00覧
　36
29覧

　2
4瓢

表8　設置・運営主体

総　数　　公設公営　民設民営　公設民営

箇所数

％

　36K　　　　　　皇88　　　　　　夏70　　　　　　　　3

00，眺　　　　　52，1覧　　　　　4了．1艶　　　　　　0　8％
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表9　保育所が実施している保育事業（融）

総　数　　乳児保育 一時保育 延長保育 休日保育 病児保育
障害児
育
保育所地
活動事 N、A．

箇所数

％

　36L　　　305
00、0覧　　84．5妬

　168
6．5覧

　249
90労

　32
9覧

　1σ
8妬

　254
04瓢
　292
09％

　5
4％

衣⊥u　肖又薗L土怜刀耳木月厨刀夫辺旭しL）　01禾肩畢果田Aノ く0001

総　数　　乳児保育 一時保育 延長保育 休礁育 病児保育
障宵児
育
保育所地
店動事 N．A、

総数 　358　　　302
0σ．0覧　　84、4妬

　165
6，1覧

　246
8．7覧

　32
9覧

　1D
8飴

　252
04％
　289
07当

　5
4％

公設公営 　188　　　140
00、0％　　74．5覧

　7監
7、8妬

　99
27妬

　3
6妬

　3
6覧

　131
97弘
　138
34％

　4
1％

民設民営 　170　　　162
00．0覧　　95．3飴

　94
5．3覧

　147
65飴
　29
71妬

　7
1覧

　121
12雅
　151
88％

　1
6覧

表10 設置主体別保育所が実施している保育事業（”A）

表11保育所地域活動事業の中で実施しているもの（MA）
　　　　世代間交

　　　流事業総　数

地域にお
る異年

児交流
業

保護者等
の育児
座

郷士文化
承活動

保育所退
児童と

交流

小学校児
との交

中学生・

校生の
験保育　　その他

実施して
ない　　　　　　N．A．

箇所数

％

　361　　　　199
00．0％　　55、正％

　172
7．6％

　208
7．6％

　62
7．2弘

　正40

88艶

　99
74覧

　201　　　　19

57覧　　53％

　11　　　　23

0艶　　64％

表12　最寄りの交通機関からの距離
徒歩し0分
以内

徒歩10分
以上

N．A，

箇所数

％
　361
00．0％

　257
1，2覧

　85
3．5拓

　19
．3貼

表13　周辺地域

総　数　　商業地域　住宅地城
農業・漁業

地城 その他 N、A、

箇所数

％

　361　　　　64　　　184
00．0％　　17．7％　　51．0覧

　96
6．6％

　9
．5％

　8
．2％

表14　建物の形態

総　数 独立建て

公共施設
の合
・併設

団地との
築

その他 N．A．

箇所数

％
　361
00．0％

　3己9

8．弗

　23
、4瓢

　4

．1％

　14
9％

　1
3％

表15　実施事業（MA）

育児不安　子育て 特別保育 地城の保
等につい　サークル 事業の積 育サービ

総　数　ての相談　等の育 極的実施 スに関す N．A．

指導　　　成・支援 る情報提
供

箇所数 361　　　358　　　335
249 266 2

％ 100．0妬　　99．2％　　92、8％ 69，0妬 73，7妬 0，6拓

表16　実施している活動（甑）・特にカを入れている活動

総　数 面接相談 電話梱談 育児講座

育児グ
ープ・

ークル
動の運

外部の育　地城の保　テレフォ
グルー　育所との　ン・サー
・サー　連携事業　ビス
ル活動
支援

育児メー　地城の保
の作　　育情報の
・配布　提供

移動保育
所

保育所園
の開放

行事への
招待

体験保育

実施している活動

㈱ 　361
DO．0％

　329
1、1覧

　346
5、8鴨

　313
6．7瓢

　24了

8．4％

　210　　　【85　　　　10

82％　　512％　　28拓

　169　　　20ま

68覧　　557妬
　5D
39飴
　3G1
34％
　299
28％
　143
96％

特にカを入れている
動〔SA） 　361

00．0覧

　24
．6飴

　7

．躾

　2了
．5％

　127
52％

　16　　　　10　　　　　0

弗　　　28弘　　0幌

　4　　　　　6

1％　　　17労

　H
0覧

　30
3覧

　6
7％

　12
3％

中高生の

験学習
ボラン

イアの

け入れ
その他 N．A．

実施している活動（瓶） 　211
8．4％

　監99
5．1妬
　5D
3．9弘

　　1
．3覧

特に力を入れている
SA）

　0
．0覧

　　1
，3妬

　24
，6飴
　56
5，5覧

双⊥　r　　　帆且上吟〃』付『』ノJ　τノ㌧耳し　L　｝　　01百馴j　　kbハノ 〈000正

総　数 面接相談 電話相談 育児講座

育児グ
ープ・

ークル
動の運

外部の育
グルー

・サー

ル活動
支援

地域の保
所との
携事業

テレ7オ
・サー

ス

育児メー
の作
・配布

地城の保
情報の
供

移動保育
所

保育所園

の聞放
行事への
招待

体験保育

総数 　358
00．0％

　23
，4覧

　了
、0瓢

　26
．3％

　127
5．5覧

　16
．5％

　10
8％

　O

眺

　4
1％

　6
7飴

　11
1妬

　30
4％

　6
7弘

　11
1％

公設公営 　且88

00，喘

　18
．6帖

　7
．7弘

　17
．0％

　58
09％

　6
2覧

　8
3巽

　0
（脱

　　1
5弘

　4
1弘

　5
7％

　16
5％

　　1
5％

　2
1％

民設民営 　170
00．0％

　5

．9％

　0

，0覧

　9

，3妬

　69
0．6妬

　10

．9覧

　2

．2％

　0
0％

　3

8％

　2
2％

　6
5妬

　14
2覧

　5
9％

　9
3覧

中高生の
験学習

ポラン

イアの
け入れ

その他 N、A．

総数 　0
．0％

　1

．3％

　24
，7覧

　56
5．6％

公設公営 　0
．0％

　　1
．5％

　9
．8％

　35
8．6％

民設民営 　σ
．0妬

　0
．㎝

　皇5
．8雅

　21
2．4％

表17 設置主体別特にカを入れている活動（SA）
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表18　専用電話の有無

総　数 あり
保育所
兼用 なし 閏、A．

箇所数

％
　361
00．0％

　262
2．6％

　82
2．7覧

　16
、4当

　1
．3覧

表19　専用相談室の有無

総　数 あり
保育所
兼用 なし 屏．A．

箇所数

％
　361
00．0％
　183
0．7％

　72
99妬
　101
80妬

　5
4％

双4》　駅且土吟捌骨用↑日駅…覧レノ月，m （0001

総　数 あり
保育所と
旅用 なし N．A、

総数 　358
00．0監

　183
1鄭
　69
93鶉
　101
82％

　5
4％

公設公営 　188
OO．D％

　81
3．1％

　36
91弘
　70
72％

　1
5弘

民設民営 　170
00．0％

　！02

0．眺

　33
9，4覧

　31
8．2％

　4

，4覧

表20　設置主体別専用相談室の有無
衣酎　量飛げノ夫肥怜酬馴辱用個映亜の伺，聖 く0001

総　数 あり
保育所と
兼用 なし N．A．

総数 　345
00．0弘

　177
13％
　67
94覧
　96
78％

　5
4瓢

保膏所職
全体

　　22
00．0％

　　6
7．3％

　　8
6娼
　　8
64弘

　0

眺
必要な職
があた

　　56

00．0％

　25
4．6弘

　　19

39飴

　11
96妬

　1

8％

専任職員 　267
00．0％

　1杢6

4．7妬

　40
50飴
　77
88艶

　4
5％

表21　事業の実施体制別専用相談室の有奔

表22　センター長の勤務体制

総　数
常勤の

任職員
常動の

任臓員
非常勤の
任職員

非常勤の
任職員 いない N、A，

箇所数

％
　361
00．0％

　109
0．2％

　195
4、0研5

　9
、5弘

　0
，磯

　34
．4％

　14
、9弘

表23　センター長の有する資格（甑）

総　数 保育士
社会

祉士
教諭

保健婦
丑）・看

婦（十）

栄養士 医師
臨床　　主任児童
理十　　　委員

仕会福祉
主事

その他 N、A、

筒所数

％

　3正3
00．0％

　263
4．喘

　5

．6覧

　46
4．7覧

　3

眺

　5
．6％

　0
095
　1　　　　　4

3％　　　13％
　37
8労

　31
9覧

　8
6％

表24　センター長の性別

総　数　　女性　　　男性 N、A、

箇所数

％

　313　　　262　　　49
00．0雅　　83．7％　　157％

　2
6％

表25　事業の実施体制

総　数

保育所職
全員

内容に応

て、必
な職員
あたる

センター
専任職

N．八．

箇所数

％
　361
00』0％

　22
．1雅

　56
55拓
　267
40飴

　16

嶺

表26　センターの専任職員数

総　数 1人 2人 3人 4人 5人 8人 N、A、

箇所数

％
　267
00．0艶

　9
．4％

　112
1．9％

　92
4，5妬

　19
．1％

　3
．継

　1

．4％

　3E
、6妬

表27　専任職員の勤務形態

総　数 常勤
常勤・

務
非常勤 その他 N，A，

人数 　688
00，0妬

　417
0．6％

　125
82覧
　128
86％

　9
3弘

　9
3％

表28　職員構成パターン

総　数 常勤のみ

常勤＋

常勤

常勤＋

務

常勤＋兼務

非常勤 その他 N，A、

箇所数

％
　267
00．眺
　103
8、磯
　53
9．9雅

　41
5．4％

　20　　　　39

．5弘　　14、6瓢

　11
．隅

表29　専任職員の有する資格（MA）

総　数 保育士
社会幅祉
上

教諭

保健婦
士）

護婦
士）

栄養士 医師
臨床心理
士

主任児童
委員

祉会幅祉
主事 その他 N．A、

総数 　679
00．0覧

　605
9．1％

　6
．9％

　107
5．8覧

　14
．1％

　4
．6％

　0
．眺

　2
3弘

　4
．6飴

　36
3覧

　0

眺

　12
8％

常動 　417
DO．0％

　385
2．3兇

　　1

．2％

　65
5．6艶

　5
2％

　3
．7弘

　0
0％

　　正

2弘

　　1
2％

　20
8％

　0
0覧

　5
4覧

常勤で他職

の兼務
　125
00．0％

　103
2．4覧

　2

，6艶

　13
0．4％

　6
8飴

　　1
8飴

　0
0％

　0
0労

　　1
8男

　12
6覧

　0
0艶

　3
4％

非常勤 　128
00．0覧

　111
6．7％

　3
．3％

　29
2，7覧

　2
．6％

　0
，眺

　O
．0瑞

　　1
8覧

　2

．6妬

　4
1％

　0

眺

　2
6瓢

その他 　　9
0D．0％

　　6
6．7％

　0
，0覧

　O
．眺

　　1
1隅

　0
．0覧

　D
　O覧

　O
　O覧

　0
．0％

　0
0％

　O
　O％

　　1
11覧
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表30　専任職員の勤務日数

総　数 1日未満 1日 2日 3日 4日 5日以上 N．A、

総数 　　679

00．O妬

　　5
7％

　12
8妬

　17
5％

　25
7％

　44
5労

　532
84％

　44
5％

常勤 　　417

00．0鷲

　　1
．2％

　　3
．7妬

　　5
2％

　　D
　O弘

　　7
75
　376
02％

　25
0％

常勤兼務 　　125

00、0妬

　　0
．OG～

　　3
4覧

　　2
6瓢

　　2
6％

　　4
2飴

　102
16％

　12
6雅

非常勤 　　128

00．0箔

　　3
3％

　　6
了覧

　　9
0％

　　23

80艶

　　33

58覧

　　47

67覧

　　7
5弘

その他 　　　9

00．0％

　　　1

1，1覧

　　0
．0魅

　　　1

11％

　　0
0覧

　　0
0妬

　　　7

78覧

　　D
　O％

表31相談担当者

総　数 相談担当
担当では
ない

総数 　679
00，0伊5

　475
0．0妬

　204
00％

常勤 　417
00，0覧

　304
2．9妬

　113
71％

常勤兼務 　125
00．眺

　87
9，6妬

　38
0．4曳

非常勤 　128
00．0％

　81
3．3妬

　47
67％

その他 　　9
00．0％

　　3
33％
　　6
675

表32相談担当者の前職（融）

総　数 保育士
他保育所
保育七
相談機関 その他 N，A，

総数 　475
DO，曝
　365
68％
　62
31覧

　16
4艶

　78
64％

　18
8％

常勤 　304
00．0覧

　246
09覧
　35
15囲

　4
3弘

　44
45％

　i4
6％

常勤兼務 　　87
OO．0％

　68
8，2覧

　10
1．5覧

　5
7％

　　9
03％

　4
6％

非常勤 　　8
00．0％

　51
3．眺
　17
1．0妬

　6
4覧

　22
72％

　0
0％

その他 　　3
00．0艶

　0
．脳

　0
0％

　　1
33弘
　　3
000％

　D
　O％

表33　相談担当者の前職での経験年数

総　数 5年未満 5年～ 10年～ 且5年～ 20年～ 25年～　30年～ 35年一 N、A．

総数 　4了5
00．0帖

　34
．2％

　65
3．7％

　　57

2．0弘

　48
0，1妬

　79
6．6％

　72　　　　47
5、2％　　9．雅

　20
．2％

　53
1，2覧

常勤 　304
00．0覧

　17
．6％

　35
1．5％

　　35

1．5％

　35
15％

　　66

17％

　45　　　　27

48弘　　89％

　11
6覧

　33
0眺

常勤兼務 　　87
00，0艶

　　5
．7％

　　5
7％

　　5
7妬

　　7

眺

　　i

26曳

　　23　　　　16

64覧　　184％

　　6
9拓

　　9
03％

非常勤 　　81

DO．幅

　　【2

4．8％

　　25

0、9弘

　　17

1．O弘

　　6
．4％

　　2
．5％

　　4　　　　　4

．9覧　　4．9％

　　2
，5飴

　　9
、1拓

その他 　　　3

00．0％

　　0
．0弘

　　0
．0艶

　　0

礫

　　O
　O％

　　0
0妬

　　0　　　　　0

0監　　00覧
　　1
33監
　　2
67弘

表34　相談実施日数

総　数 週1日
禰 週1日 週2日 週3日 週4日　　週5日　　週6回 週7日 随時毎日 N．A．

面接相談 　361
OO．0％

　6

．7％

　31

．6妬

　16
．4％

　16
4％

　14　　　166　　　　74

9男　　460覧　　205％

　　2
6％

　10
8覧

　26
2労

電話相談 　361
00．0％

　　L

．3％

　15
．2％

　14
9％

　監0
8％

　15　　　192　　　　83

2％　　532％　　230％

　　3
8％

　　9
5鶉

　19
3％

表35　相談実施時間く面接相談＞　ベスト6

開始時間 終r時間 倒所数 ％

9時 16時 61
169％

9時 17時 47 13．0覧

8時30分 17時 44 12．2妬

10時 16時 25
69覧

10時 15時 20
55覧

9時30 16時 15 4．2％

表37　土曜日の開設

総　数 している
して

ない
N．A．

箇所数

％
　361
00．眺
　126
4．9％

　222
1．5％

　13
．6％

表36　相談実施時間く電話相談》　ベスト6

開始時聞 終了時聞 個所数 ％

9時 16時 75
20脳

8時30分 17時 53 14，7弘

9時 17時 48 13．3％

10時 16時 26 7．2％

9時30分 16時 【8 5，眺

1D時 15時 18
5．眺

衣甜　瞑直土怜別工曜口の囲献 （0．D5

総　数 している
して

ない
阿．A．

総数 　358
0D．0％

　124
4．6％

　22星

1，7覧

　13
．6覧

公設公営 　　188

00．0％

　　54

8．7％

　128
8．1弘

　　6
．2妬

民設民営 　　170

00，0瓢

　　70

1，2兜

　　93

4．7麗

　　7
1％

表38　設置主体別土曜日の開設
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表39　昼時間の開設

総　数 している
して

ない
N．A．

箇所数

％
　361
DO．幌
　296
2．㎝
　44
2．2％

　21

．8％

表40　設置主体別昼時間の開設

総　数 している
して

ない
肘、A、

総数 　358
00，0覧

　293
1．8飴

　44
2．3妬

　21
9％

公設公営 　188
00．0覧

　150
9．8妬

　27
44覧

　H
9男

民設民営 　且70
DO．0監

　143
4．1覧

　17
0．0妬

　10

．9雅

表41　面接相談の予約受付

総　数
行って
る

行って

ない
N、A、

箇所数

％
　361
DO．O妬

　138
8．2雅

　213
9，㎝

　10
．8％

表42　設置主体別面接相談の予約受付

総　数
行って
る

行って
ない

N、A．

総数 　358
DO．0％

　135
7．7％

　213
9．5妬

　EO
．8弘

公設公営 　k88
00．0％

　52
7，7垢

　132
0．2％

　4
．1弘

民設民営 　170
α0，0％

　83
8．8％

　81
7．6％

　6
．5覧

PくO．00k

表43　相談対象となる子どもの年齢層（MA）

総　数 0歳 1歳 2歳 3歳
　　　　小学校低4～6歳　　　　学年児竜 小学校高

年児童
中学生
上

N．A．

箇所数

％

　3δ1
00，091

　124
4．3舶

　233
4．5％

　2U
8、4雅

　85
3．5％

　28　　　　　6

．8弘　　　1．7％

　0
0監

　1
3覧

　11
0覧

表艇　相談経路（融）

総　数 保護者

保健所・

町村保

セン

ー

地域の
民

行政の
口

民生・　他の近隣
童委員　保育所 子ども

人

児竜相談
・家庭

童相談
教育

員会
小中学校 幼稚園 その他 N．A．

箇所数

％
　361
00．0％

　341
4．5％

　11D
0．5％

　83
3、0弘

　口
．7％

　珍3　　　　12

、6妬　　3．3弘

　8
．2％

　8
2％

　1
3％

　2
6覧

　3
8妬

　24
6飴

　8
2覧

表45　1事例あたりの相談に要する回数

総　数 1～2回 3、4回　5回以…0回以上 その他　　　耳．A．

箇所数　　　　　　361

％　　　　　　10D、0覧

　317
7．8垢

　24　　　　　2　　　　　1

．6飴　　0．6艶　　03覧

　11　　　　　6

0％　　1窺

表46　相談業務の時間的な配分

総　数
10％未
満

L　O～2

％未満 20～5％未満
50～ア
％未満

70％L N．A．

箇所数

％
　361
00．眺
　u2
1、0拓

　107
9．6雅

　75
08％

　22　　　　11

．1％　　3D％

　34
4％

表47　相談　面接業務の中で関わる時間が多い業務　トップ3

ロ位 X3ポイ
ント

2位
×2ポイ

ント
3位 X1ポイ

ント

　合計

イント

　合計
36L寧100

相談・面接
179 537 8D 160 21 21 718 1989

電話相談
84 252 103 206 35 35 493

136．6

相談の記緑作成等の
絡 20 60 83 166 125 125 351 972
協巖・会議、肇務連

16 48 35 70 47 47 165 457
相談の計画、準備に
わる業務 31 93 14 28 32 3 153 424
その他事務処理業務

14 42 22 44 59 5 145 402

表48　顕著に増加している相談分野
子育て不　　発達・発 しつけ・ 保育所． 基本的生 家族関 障害に閲 子育て以 健康・医 就労との 虐待・放不登校・　経済的問
安・育児　　　育 教育 センター 活習慣 係・親子 する相談 外の家族 学的閤題 両立に関 任・放置ひきこも　　　題

総　数 ストレス の利用・ 関係 関係 すること に関する　りに関す
サークル 相談　　る相談
紹介

箇所数
361

103　　　　56
53 42 38 17 6 5 3 3 3　　　　　2　　　　　D

％ 100．眺 28，5瓢　　15、5％ 14．7％ 皇1．6弘 lO．5覧 4．7弘 17％ 14覧 08％ 08％ 08覧　　06覧　　00艶
養護相談 非行に関 その他　　特になし　　N．A、

する相談

箇所数 0 0
4　　　　11　　　　15

％ 0．眺 0．0％ 監．星％　　　3、0％　　4、2％
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表49力を入れて取り組んでいる相談分野
子育て不　保育所，　　家族関 虐待・放 基本的生 しつけ・ 障害に関 発達・発 子育て以 就労との 不登校・ 健康・医 経済的間
安・育児　センター　　係・親子 任・放置 活習慣 教育 する相談 育 外の家族 両立に関 ひき二も 学的問麗 題

総　数　　ストレス　の利用・　　　関係 に関する 関係 すること りに関す

サークル 相談 る相談
紹介

箇所数 361　　　　　　196　　　　　　　34　　　　　　　30 22 19 6 6 5 3 1 0 0

％ 1DO，眺　　　　　54，3％　　　　　　9，4％　　　　　　8，3％ 6．1弘 5．3％ 1．7傷 夏．7雅 1．4覧 O．8％ 0．3％ D．3％ 0、0瓢 0，0覧

養護相談 非行に関 その他 特になし N、A、

する棺談

箇所数 0 0 9 7 22

％ 0，0覧 0．0覧 2．5％ 1，9飴 6．1％

表50相談への対応として時々連絡をとるところ（臥〉
保健所・　近隣の保　区市町村 福祉事務 児童相談 医療機関 家庭児童 障害児関 主任児童 児童館 学校 幼稚園 教育相談

総　数
市町村保　育所　　　児童福祉
セン　　　　　　　担当

所 所 相談室 係施設・

業

委員 室・教育
ンター

ター 等

箇所数
361

146　　　　59　　　　59
42 38 30 29 27 25 19 11 11 10

％ 1000覧 404％　　【63％　　163％ 11．6瓢 10．5覧 8．3妬 8、0覧 7．5覧 6．9％ 5．3％ 3，脇 3、O覧 2．8％

児童委員 糟神保健 乳児院、 民間相談 放課後児 その他 警察 特になし N．A．

櫃祉セン 児童養護 機関 童クラブ

ター 施設

箇所数 7 3 3 2 1 1 o 75

％ 1．9瓢 D．8％ 0．8％ 0．6％ 0．3％ 3．0労 0．0雅 0．3妬 20．8％

表51家庭児童相談室との連携・協力関係
定期的に 事例によ　家庭児量 地域には 地域には
連絡会 り速絡・　相談室は 家庭児琶 家庭児童
議・事例 協力する　あるが、 相談喧は 相談室が

総　数 検討会議
もつ

ことがあ　連携・協
　　　　力するこ

ない あるかど
かわか

N．A．

とはない らない

箇所数
361 13

127　　　　44
88 55 34

％ 100．0％ 3．6％ 35、2％　　12，2覧 24．4％ 15．2飴 9．4妬

衷b2 貢父置　蓮冨王体万1』家1廷児亘干日日炎至と の運揚 協刀関悌 （0，001

定期的に 事例によ 家庭児竜 地域には 地域には
連絡会 り連絡・ 相談室は 家庭児童 家庭児竜
議・事例 協力する あるが、 相談室は 相談室が

総　数 検討会議
もつ

ことがあ 連携・協
するこ

ない あるかど
かわか

N、A．

とはない らない

総数
358 13 124 44 88 55 34

100．O妬 3．6％ 34．6％ 12．3％ 24．6％ 15．4瓢 9．5％

公設公営 188 13 70 23 44 2 17

100．0妬 6，9覧 37．2％ 12．2％ 23．4％ U．2弘 9．o隣～

民設民営 17D 0 54 21 44 34 17

100．0雅 O．0飴 31．8覧 12，4覧 25．9％ 20，㎝ 10．0妬

表52 設置・運営主体別家庭児童相談室との連携 協力関係

表53　周知活動（融）

表看板の パンフ 広服等へ 地域の保　保健所等
設置 レットの の宣伝の 育所への　閲連施設

総　数 作成・配 渇戟 定期的な　への定期　　その他
布 訪問　　　的な訪問

箇所数
361 172 303 291

55　　　1D5　　　　72
％ 100．眺 47．6％ 83．9％ 80．6％ 15、2妬　　29．1％　　19．9妬

表54　地域子育て支援センターの評価

総　数

本来の目
を果た

ている

ある程度

成果を
げてい

不十分な

態であ

なんとも

えない
その他　　N．A．

箇所数

％
　361
00．0鬼

　58
6．鄭
　269
4．5％

　21
、8覧

　7
、9％

　4　　　　　2
．1覧　　0．6雅

表55　現在重視している機能

総　数

直接相談
遇した

助機能

集団援助
能

電話相談
よる援

機能

情轍提供
能

バック

N，A，

箇所数

％
　361
000男
　U6
21瓢
　214
93％

　4
既

　7
．9雅

　6　　　　　2
．7覧　　0、6％

　12
．3％
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表56　今後強化すべき機能

総　数

直接相談
通した
助機能

集団援助
能

電話相談
よる援

機能

情報提供
能

バック

N，A．

箇所数

％
　361
00．眺
　109
0．2妬
　146
0．4％

　2
、6弘

　31
．6％

　43　　　　　2

1、9％　　0．6％

　28
、8覧

表57
画ノ1口洲J　k　　　　ノ （O、DO1

総　数 面接相談 電話相談 育児講座

育児グ
ープ・

ークル
動の運

外部の育
グルー

・サー

ル活動

地域の保

所との
携事楽

テレフォ
・サー

ス

育児メー

の作
・配布

地域の保
情報の
供

移動保育
所

保育所園
の開放 行事への

招待
体験保育

総　数 　349
oO．0蕗

　24
、9覧

　7

．0％

　26
．4％

　122
5．0妬

　16
．6％

　9
．6艶

　0
，眺

　4

．1％

　6
．7覧

　11

．2％

　29
．3雅

　6
．7％

　12

．4％

直接相談を通した援
機能

　116
DO．嘱
　19
6，弗

　4
．4％

　U
．5％

　30
5．9乾

　1

，鰯

　0
．眺

　O
．0％

　1
．9％

　2

．7％

　1
、9覧

　U
，5囲

　2

．7％

　9
．8覧

集団援助機能 　214
00．0％

　5
．3％

　1
．5％

　i5
．0瓢

　89
1．6鶉

　【5
．0％

　5
．3％

　O
、0覧

　3
、弗

　4

．9雅

　1D
．7％

　16
．5妬

　4

，9覧

　2
．9％

電話相談による援助
能

　　4
00、0当

　O
．0雅

　　2
0．0瓢

　0
．0弘

　　1
5．0％

　α
，0覧

　0
．0％

　0
、0覧

　0
．0覧

　O
．0％

　O
．0％

　0
．砺

　O
、0妬

　　1
5．0％

情報提供機能 　　7
00、0妬

　0
．0％

　D
、0覧

　e
．0覧

　0
，眺

　0
．幌

　　2
8、6覧

　0

．0艶

　0
，0監

　0
．0％

　O
．0労

　　1
4．3％

　0
．0鴨

　0
，0覧

バックアップ機能 　　6
00，0覧

　0
．0％

　0
、0覧

　0
．0％

　　L
6．7％

　0
．0％

　　2
3．3％

　0
．眺

　0
、眺

　0
．眺

　D
．0男

　　1
6．7％

　0
．0瓢

　0
．0％

その他 　　2
00．0％

　0
．眺

　0
，0覧

　0
．0％

　　1
0、0弘

　0
．0％

　0
，眺

　O
．0％

　0
．D％

　0
．0％

　0
．0％

　G
，0覧

　0
．0覧

　O
．G％

中高生の
験学習

ボヲン

ィアの

け入れ
その他 N、A、

総　数 　0
．D弘

　1
．3％

　24
9弘

　52
49監

直接相談を通した援助
能

　O
　O％

　0
0％

　11
5％

　14
21％

集団援助機能 　0
、0弘

　1

．5％

　U
．1％

　33
5．4％

電話棺談による援助機 　0
．0％

　0
0妬

　0
0％

　0
0雅

情報提供機能 　O

眺

　O

臨

　　五

43％
　　3
29弘

バ7クアップ機能 　0
．0％

　0
0％

　0
0％

　　2
33監

その他 　0
0％

　o
　O覧

　　1
00％

　0
0弘

重視している機能別特に力を入れている活動（S　A）

表58　児童課庭福祉実施体制のあり方

総　数

適当であ 条件次第
は適切
ある

どちらと

いえな

あまり適

ではな
不適当で
ある ド．A．

（D現行の保育・健全育成施策

　のみ区市町村で與施
　361
00．0％

　86
3、8囲

　78
1．6瓢

　68
8．8％

　37
0．2％

　26
、2覧

　66
8．3％

（2）障害児童福祉行政については

　区市町村で実施
　36【
00．0妬

　104
8，8覧

　82
2．7瑞

　61
6．9％

　29
．0％

　21

．8％

　64
7．7弘

（3〉ひとり親家庭福祉行政は

　区市町村で突施
　361
00．0曳

　106
9．4％

　77
1．3飴

　73
0．2％

　28
．8拓

　14
．9％

　63
7．5％

㈲要養護・非行・情緒障害児童

　幅祉行政は区市町村で実施
　361
00、0貼

　82
2．7％

　77
1．3％

　76
1．1％

　39
0，8％

　23
，4妬

　64
7．7妬

（5）在宅サーどスのみ区rl珂村で

　実施
　361
00．眺
　79
1．9％

　77
1．3雅

　91
5．2％

　23

．4％

　19
．3％

　72
9．9監

（6）すべての児童福祉行政につい

　区市町村で実施
　361
00．0雅

　72
9、9覧

　82
2．7監

　72
9．9％

　39　　　　36
0．8妬　　10．0％

　60
6．6雅

（7）その他

　361
DO．0妬

　　工

，3覧

　0
．幅

　0
．0％

　O　　　　　D

．眺　　　0．0覧

　360
9．7覧

表59　平成10年度相談実績 n　i319

総数 割合

職う飯糖等に粛鯵梱 』溌12ρ74邸 』』
491
蹄

a．発育・発達 6417 15．4％

b、健康・医学的問題 2689 6．4％

c、しつけ・教育 5041 12．1％

d．基　的生活習慣 6596 15，8覧

2ゼ』デ育でに蘭ザる梅談 』 罫 6＄38』」 畢．2帖

a、家族関係・親子関係 1941 4．6％

b，子育て不安・育児ストレ 3884 9．3％

c，就労との両立に関する》 513
12弘

8』津揖環壌識め相談 ジ噸oβ△1 2淵
a．経済的問題 152 0．4覧

b．子育て以外の　族関係 756
18％

4魂錦祉に齢翻臨 ∴丈48字 1歌3，6
a．養護相談 142

0．3％

b、虐待・放任・放置に関す 154 0．4雅

c．瞳害に関する相談 674 1．6艶

d．非行に関する相談 89 0．2妬

e．不登校・ひきこもりに関 428
1脇

β』ぞ魏磯燐☆ 劉鎗蜘 29，嬬

a．保育所、センターの利用 9723 23．3労

b．その他 2547
61％

総 4R746
1000労
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柏女他：保育所実施型地域子育て支援センターの運営及ぴ相談活動分析

表60　平成11年11月相談実件数（面接相談・電話相談別） n＝341

総計

面接棺談

小計

電話相談
　　　　保　所小計　利用者 保育所

利用者

保育所
用者

保育所
利用者

1　　しつけ　　鞠酵箏に鱒する撫談
醤鱒

70難

34盤　　㈱注

23誓　　5＆9覧

毒鮪ユ

8瓢

1塞螂

6鑛

263
　賂
、6

a，発育・発達 1376

38覧

皇042　　　462

56雅　　170覧

　580
47％

　334
0．1覧

　82
2，0學5

252

．6％

b，健康・医学的問題 823

．2％

602　　　298

．眺　　U．0覧

304

，了覧

22E

、7覧

　53

．8覧

168

，4覧

c．しつけ・教育 1138

14覧

　850
27飴

　4且0

5．1覧

　440
．1覧

288

．7劣

　69
0．1％

219

．3弘

d，基本的生活習慣 1353

36％

　998
50覧

　431
59艶

　567
43％

　355
07％

　59
6％

　296
3％

2．肇雪て1関する相談
i76響

7鴨

匙268
0覧

52ア 　李覗

87畏

　50…

51
鷺

麟騒勝

a．家族関係・親子関係 433

3監

319

8％

166

1％

153

9蕗

H4

．4弘

　29

．2覧

　85

，2艶

b、子育て不安・育児ストレス 1129

13弘

　797
19妬

　285
05弘

　512
29％

　332
0．0％

　68
0．0％

　264
0．正％

c、就労との両立に関すること 207

1％

152

、3覧

　76
8弘

　76
9％

　55
7％

　：7
5％

　38

．4％

3　経済的聞題など堂浩環境上の棺談
211

！

葦6ユ

4瓢

　83

嶺

　7呂
協

疹0

雅

　一5

編

35

a．経済的問題 　57
6％

　44
7％

　28
0％

　16
、4雅

　13
．4％

　5
．7％

　8
．3弘

b、子育て以外の家族関係 154

5飴

117

8艶

　55
0％

　62
6％

　37
1％

　1D
5％

　27

．o％

4児誉橿拙蘭ザる相談
588

9鷲

蟹匡

賜

協8

瑞

133

4鶉

垂1霊 　3宴 　8P

a．養護相談 　30
3弘

　20
3覧

　13
5妬

　7
．2覧

　10
．3覧

　5
．7％

　5
．2妬

b．膚待・放任・放置に

　関する相談
　60
6飴

　46
7％

　2i
8覧

　25
6覧

　14
．4覧

　5
．7覧

　9
．3％

c．障害に関する相談 1了8

8覧

143

1％

　74
．7％

　69

．7％

　35

、脳

　16
．3呉

　19
．7％

d，非行に関する相談 　14
1％

　8
1覧

　4
1％

　4

隅

　6
．2瓢

　2
．3％

　4
．2弘

e，不登校・ひきこもりに関する
　相談

106

1％

　54
8％

　26
0覧

　28
7％

　52

，6覧

　9

跳

　43
6飴

5　その他の縮談
2920

9
1479
　358
3脇

1nl

81幅

1441

36瓢
　254
72覧

鳥87

a，保育所、センターの利用等

　紹介

2402

41％

1149

72％

268

9覧

　88E
2．3垢

1253

7．9％

　238
4．8％

1015

8．7％

b．その他
518

2妬

330

臨

10D

7％

230

．8％

188

7％

　16
3％

172

6妬

総　　数 　9978
〇〇

　66雛
0

27L7 　3群54

00覧

　330窒

　醜

　68該
o

2624

磯

附）相談件数検定結果

　　　の別
・非利用者の別

x2乗値

577．4073
383、【710

282，4851

254．2532

262，1768

59．1662

自由度

　　15

　　15

　　15
　　15

　　15

　　15

P　値
ひ．0000

0．0000

D、0000

0，0000

0．DOOO

O，0000
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表61平成11年11月相談実件数　利用者別相談割合（相談種別ごとの割合）　　　　　n、341

　　健康・医学的問題

　　　　　　・育児ストレス

3
」 　 　 な2 　 　め

表62　平成11年11月相談実件数

　　　　　保育所利用者　　　　　　　保育所非利用者

総計　　　小計　　面接桐談　電話相談　　小計　　面接相談　電話相談

【・・1・覧4216妬36：2弘　6：4％57：4％36：9飴2。：4弘

1DO・眺　42・1覧　36、㎝　　6．1瓢　57．眺　38．7％　19．2弘

1・・：。覧31：3瓢25：隅　6：眺68：7艶4513妬23：4％

100．0妬

100，0覧

1DO．眺

43．3覧

50．6％

42，9艶

35．眺

41．6弘

28、6覧

16，7覧

8．3弘　56、7暢　41、7覧　15，0％
9、0％　　　49、4％　　　38．8飴　　　10．7％

14．3弘　57．1％　28．6％　28、6％

総計 小酔

保育所利用者

小計

保育所非利用者

面接相談 電話相談 面披相談 電話相談
＝ づけ噸 　　に　　　　 肺F 載銘 甑」 畑」鰯 ∫ ド臥磯 ；

♪47， 3覧 』 35渇
a，発育・発達
．健康・医学的問題
．しつけ・教育
．基本的生活習慣

13．8飴

．2％

1．4雅

3、6覧

16．0％

0．3％

4．1％

4．4％

鼠7．0％

、0妬

5．1％

5．眺

12．0％

．8％

0．E％

．6％

12、6雅

．2％

0．0妬

3．1％

14．7％

．7％

1．1％

4．3％

9．6％

．4％

，3覧

1．3飴

2』l 解 でに　　る 」』17汐 　l簸3！9魅 ◇ 圭蟻 4 雌61 7艶 卜 171 1弘 卜ll⑱． 篇 1 嵐7覧
a．家族関係・親子関係
．子育て不安・育児ストレス
．就労との両立に関すること

4．3％

1．3％

、跳

5．7労

0．4％

．7％

6．跳
D．5％

．8覧

4．2％

D．0％

5魅

3．6％

1．8％

7％

3．9妬

2．9％

9覧

3、2覧

D．1％

4％
」

3ボ　　　　　生　　 の穣
1

』211覧 』512」9蕗 』鮒 ！
」 2－2覧 l1ρ』7鶉ド 1．

鑛
a、経済的問題
．子育て以外の　族関係

0．6妬

．5艶

1，0妬

，9覧

1，眺
．o％

0．7覧

5監

0．4蕗　　0、4雅

4覧　　　16％

0、3弘

0％

4、1兜童　 に　ずる 葦

ll31
9覧 　』甜

t
』1 』5，4 ㌧釈 3』蝋1曙3』o篤

a．養護相談

，虐待・放任・放置に関する相談
，障害に関する相談

．非行に関する相談

．不登校・ひきこもりに　する相談

0．3％

．6飴

、8覧

．1覧

．1覧

0．5％

．8雅

．6労

．2飴

．0％

0．5％

、8覧

．7覧

．1％

．0％

D，7％　　0．2％　　0．2覧

．7％　　0．5％　　0．6艶

，3飴　　1、3飴　　1，7％

．3％　　O．1鴬　　O、跳

3％　　　11％ 07％

D．2妬

．3％

．7％

．2％

6拓

5．1そのの　　　　 特い 29‘ 81 3艶
臼

3． 5 37『2覧 」』　119覧 1 鮒 』 ミ
51

a，保育所、センターの利用等紹介

，その他
24．跳

．2％

14、9覧

．4％

9．9％　　　　　34．8％　　　　　28、8晃　　　　　22、3％

7妬　　　　　　2、3％　　　　　　6，1％　　　　　　5．8労

38．7％

．6％
雪 躊 Kジ 　・｛rξ㌦ ル

　
　曽　 卜　 　　

驚oレ偽 1艶 o藍 11ゆ翫』脇』 』陶， 錦 扮 鰯』 10α 10DL

表63 11月相談実牛

　　　　　　　　　　　　9．9労

利用者別相談割合（相談件数総数に対する割合）

健康・医学的問題

　　　　慣

100，眺　　　81．0監

100．0％　　79、3％

100、0麗　　　66、7％

19．0％

2α、7労

33，3覧

100，眺　　73．7監　26、3％

100．眺　　　75．脳　　　 24．1妬

100．0労　　　D、㎝　　100，0覧

n－341
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柏女他：保育所実施型地域子育て支援センターの運営及び相談活動分析

表64　平成11年11月相談実件数 n＝143

総計 小計

面接相談

小計

電話相談

保育所
用者

保育所
利用春

保育所
用者

保育所

利用者

蝦1 し槻蒲』　裁 着 談』 甑微2』
ど1」竹4 ・ 漁ひ ひ 誌

a，発育・発達
．健康・医学的問題

．しつけ・教育

　基本的生活　慣

545

29

18

88

413

13

01

19

184

04

36

48

229

09

65

71

監32

16

17

69

4皇 91

慶 率脊でに ず
」

」』1麟3 』 二fr途38』 雛言2勿 掌」ド職 　…’ 鵬 『 難
E51

a．家族関係・親子関係
．子育て不安・育児ストレス

　就労との両立に　する7と

151

89

D3

114

53

1

71

35

1

43

18

0

37

36

2

12

39

25

03

3
3｝ 　　 1ど生 勤 麟1

ll l
7一 1　娃し 55 酬！ 麗

』』 鱗6
；

纏6 』 鵬1
ll 8 」漏購i壌

a．経済的問題
　子育て以外の　族関係

14

7
12

3
7五8

525 214 17 17

』
1 1　　に　する 　　　　　ズ』

舜 β ・』 15
』
』趨塗 騰馨 羅i

a，養護相談

，盧待・放任・放置に関する相談

，障害に関する相談

，非行に関する相談

．不登校・ひきこもりに　する相談

15 43824

51
そめ　の　誤 《　　　　　　一～概 トf9卯 ∵≠ 4鮪 」 l 織麟 」　　 ol　　2

」 l 」1鉱 膿 二灘⑱

a．保育所、センターの利用等紹介

　その他

795

02

385

10

1i1

4
274

6
410

2
82

1
328

1
ll l3鱒 　

26 8 i 1遷 戯 黒 驚鮪r 「雛賀1」 ゴ憩 2

表65　平成11年11月相談延べ件数 nニ143

総計 小計

面　　談

小計

電話　談
保育所
用者

保育所
利用者

保育所
用者

保育所
利用者

」
！ド 3嘘づげ㌔ 』　　 P　、 る 藏 ・』伽磁 諺 茎619／

ll
2才 …1 』齢z 壇 ㌧

S3
擁鳳
459

a．発育・発逮
，健康・医学的問題

、しっけ・教育

、基本的生活習慣

695

91

03

72

523

48

65

83

250

27

69

81

273

21

96

D2

172

43

38

89

73 99

2 育でに　 る 」 』1173 鞭93 』　 』 21』 罷509』類1
1243
　 l 78 ヒ65

a．家族関係・親子関係
．子育て不安・育児ストレス

　就労との両立に関する，と

185

72

16

143

D6

1

90

05

6

53

01

5

42

66

5

16

012

26

623

3 　的間　など 　　の
92 　　 6　』

33
　『 』33 　 26∴ ド

江7

a，経済的問題
　子育て以外の家族関係

18

4
15

1
10

3
528 323 215 18

4』 児　福祉に　 る相啖l 』』214 ▽444」 1
1』1 169 　

lll 75 』 ド字O r25
　☆菊

a，養護相談

，虐待・放任・放置に関する相談

，障害に関する棺談

．非行に関する相談

　不登校・ひき曾もりに関する相談

23 12 171437 63925

」5 その の 談 l』 1∴ 磁9 　 7 2睦8 屑409 rll纏32 通02 1』430

a．保育所、センターの利用等紹介

　その

900

49

471

46

149

9
322

7
429

03

89

3
34D

0

r㍗

…『 4麗 盤3376 rま456 』 ひ 191昼 漁513ド」 』瓢05 画 睡oε

66　’成11年11月相　　別実 1牛あたりの 談回聖 n＝143

総計 小計

面接相談

小計

電話相談

保育所
用者

保育所

利用者

保育所
用者

保育所
利用者

工 ∵ づげ6　　に る
rl L2 　　㌧2 1 q ∵L2 1』51閣 5 1 L1

a．発育・発達
．健康・医学的問題
．しつけ・教育
，基本的生活習慣

1．3

．2

．2

．1

1．3

．2

．2

．2

1．4

．2

．2

．2

1．2

．1

．2

．1

皇．3
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　　　　r地域子育て支援センターの相談活動に関する実態調査」

　　　　　　　　　　　　　　調査票記入要領
【1】調査の主旨

　地域子育て支援センター事業の相談活動を中心に実態把握を行うことにより、子ども

や子育て問題に対する相談体制・その役割について考察することを目的としています。

【2】調査票の構成

　お願いする調査は以下の2種類となっています。

　A　r地域子育て支援センターの相談活動に関する実態調査』…白色

　B「相談件数調査」　一・薄緑色

　回答のご記入は、どちらも地城子育て支援センタ」事業の運営管理に責任をもっておら

れる担当の方にお願いします。

【3】調査の留意事項及び調査票記入要領

A「地域子育て支援センターの相談活動に関する実態調査』

　調査票の1頁目にある「ご記入にあたっての注意』をよくお読みいただき、ご回答くだ

　さい。

B『対象者調査』

（1）調査の概要

　　この調査は相談件数等にっいて記入していただくものです。相談種別の分類は、こ

　の調査研究のために用意した相談分類に基づいてください．そのため、項目によって

　は㌧通常ご使用になられている相談分類をくくりなおして記入染ただくことになりま

　す。不明なものは、欄外にその旨ご記載ください。

　　ア．貴センター事業の平成10年度の相談内容別相談件数

　　　（延件数、面接・電話相談合計）

　　イ，費センター事業の平成11年U月の相談内容別相談件数

　　　（実件数・延件数、対象の区分、面接・電話相談別集計）

（2）調査の記入方法

①ア．に関しては今回の調査研究のために別途作成した相談分類で、平成10年度一年問

　の延相談件数をご記入ください。

②イ・に関しては・あらたに1ヶ月間の相談件数調べを行っていただくものです。本調

　査の相談分類を用いて、各々、相談実件数、相談延件数をご記入ください。また、そ

　れらの相談者がどのような対象であるかを例に基づき分けてご記入ください。

　　これらは、地城子育て支援センター事業の利用状況を示す重要な分析となりますの

　で・お手数をおかけして甲し訳ありませんが、ご協力くださいますようお願い申し上

　げます。

　　ご記入いただきました記入用紙は2つをまとめて、同封致しました返信用封筒に

　入れご投函ください。

　　　　　　　　　　　ご協力に深く感謝申し上げます。

地域子育て支援センターの相談活動に関する実態調査

　この度は業務ご多忙のところr地域子育て支援センターの相談活動に関する

実態調査」・にご協力いただきまして誠にありがとうございます。

　下記の「ご記入にあたっての注意」をよくお読みいただき、ご回答よろしく

お願い申し上げます。

層ご記入にあたっての注意瑚

L　実態調査はr地域子育て支援センターの相談活動に関する実態調査」と、r相談件数調

　査」の二つです。ご回答はどちらも地域子育て支援センター事業の運営管理に責任を

　もっておられる担当者の方がご記入ください。

2・回答はそれぞれの指示に従い、該当する選択肢の番号に○をおつけください。

　　また、回答欄に数宇をご記入ください。

3・その他の自由記述の部分は・お手数ですができるだけ具体的にご記入ください。

4・お忙しいところ恐縮ですが、2種類併せてご返送は12月17日金までに向封

　の封筒にてお願い致します。

　なお・調査票のご返送にあたり、下記の資料をご同封ください。

　　　・　子幽て　　センター事　　　・パンフレ・ト

・ 未記入の　談昌・票（■巻　用している　の

5・本調査票に関するお問い合わせ、ご質問は下記までお願い致します。

　　〒1G6－8580港区南麻布5－6－8　日本子ども家庭総合研究所

　　　　　子ども家庭幅祉研究部　山本真実　　丁εL　O3－3473－8349または8307

　　　　　　　　　　　　　　　谷口和加子　F朕　　03－3473－8408
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1．費架噺につレ、でお尋ねしまプも

問1　ご回答くださっている方の地域子育て支援センターにおける職名は何ですか？

　　回答欄にご記入ください。

問2　保育所の概要についておたずねします

（1顧口名 年齢別定員　0歳

　　　　　1歳

　　　　　2歳

　　　　　3歳

　　　　　4歳

　　　　　5歳

名

名

名

名

名

名

（2）地域子育て支援センター事業開始年度（モデル事業も含む）

1．平成7年度以前（

2．平成7年度

3，平成8年度

4．平成9年度

5．平成10年度

年度より）

（3）設置・運営主体は次のうちどれにあたりますか？

　　！．公設公営　　　　2．民設民営　　　　3．公設民営

問3　保育所が現在実施している保育事業等について該当するものすべてにOをつけてぐださ

　　いo

　　L乳児保育
　　2．一時保育

　　3，延長保育

　　塗．休日保育

　　5．病児保育

　　6．障害児保育

　　7．保育所地域活動事業（事業詳細は問4参照）

問4保育所地域活動事業の中で現在実施しているものすべてにQをつけてください。

　1．高齢者福祉施設訪問等世代間交流事業　　2．地域における異年齢児交流事業

　3．保護者等への育児講座　4．郷土文化伝承活動　5．保育所退所（卒園）児童との交流

　6．小学校児童との交流　　7．中学生・高校生の体験保育　8．その他（　　　　　　　）

　9．実施していない

問5貴保育所の立地等についてうかがいます。

（1）駅からの距離

　1．　最寄りの交通機関（駅・バス停）から徒歩10分以内

　2．　最寄りの交通機関（駅・バス停）から徒歩10分以上

（2）周辺地域

　1．　商業地域 2．住宅地域　　3．農業地域　　4．漁業地城　　5，工業地域

（3）建物の形態（保育所の建設形態）

　1．独立建て

　2．公共施設との合築・併設

　3．　団地（高層住宅）との合築

　4．　その他（具体的に： ）

問6　地域子育て支援センター事業のタイプはどちらにあてはまりますか？また実施している

　　事業は何ですか？

（1）タイプ

　（1つに○）

（2）実施事業

（すぺてにO）

L従来型（（2）の実施事業4つのうちいずれかのと2を行っているもの）

2．小規模型（（2） の実施事業4っのうちいずれかの2つを行っているもの）

L育児不安等についての相談指導

2．子育てサークル等の育成・支援

3．特別保育事業の積極的実施

4．地域の保育サービスに関する情報提供、と周辺保育サービスに対する助

　言・指導
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問7地域子育て支援センターとして実施している活動についておうかがいします。次の中から

　　実施している事業すぺてについて　をつけてください。また、一
　　り　んでいる　のを1つ’び、回答欄に番号をご記入ください。

　　L面接相談

　　2．電話相談

　　3．育児講座

　　4．育児グループ・サークル活動の運営（センターが実施するグループ）

　　5．外部の育児グループ・サークル活動の支援（自主的なグループ）

　　6．地域の保育所との連携事業

　　7・テレフォン・サービス（子育てに関する情報をテープで24時間提供する等）

　　8．育児メール（通信）の作成・配布

　　9．地域の保育情報の提供

　m．移動保育所

　　U．保育所園庭の開放

　　12一行事への招待（夏祭り、運動会など）

　　13．体験保育

　　14・中高生の体験学習　　　　　　　　　　　　　特に力を入れて取り組んでいるもの

11：編イ蘭入れ　，－
問8　平成IO年度の1年間における育児講座・育児グループの開催回数と延べ参加者数をご記入

　ください。

（1）開　 ニコ回
　　　（・）参　［ニコ人

問9　地域子育てセンターには、保育所の電話とは別の専用電話がありますか？

1．専用電話あり　　2．保育所と兼用　　3．　なし

問10　　地域子育て支援センターには専用相談室がありますか？　（1つに○）

L　あり　　2，保育所と兼用　　3．なし（保育所の空き部屋を利用）

問11　地域子育て支援センター長についてうかがいます，

（D　地域子育て支援センター長の勤務体制（1っに○）

　　1．常勤の専任職員

　　2．常勤の兼任職員（兼任業務の内容：

　　3．非常勤の専任職員

　　4．非常勤の兼任職員

　　5．いない

（2）　地域子育て支援センター長の有する資格（該当するものにすべてに○）

　　1，保育士

　　2．社会福祉士

　　3．教諭

　　4．　保健婦（士）・看護婦（士〉

　　5． 栄養士

　　6．　医師

　　7．臨床心理士

　　8，主任児童委員

　　9．　社会福祉主事

　　10．　その他（　　　　　　　　　　　　　　）

（3）　地城子育て支援センター長の性別について

　　1．女性

　　2．男性

問12　地域子育て支援センター事業の職員の体制についてうかがいます。

）

　　（エ）事業の実施体制（該当するもの1つに○）

　　　　1：甥竺慧癬欝必要な職員があたる二丁一　助3へ

「
　　　　ヱ　センターの専任職員があたる（センター長も含む）　　（　　　人）

　　②4憂びωぬ丸温『126rノで！3センニターの弓雇頗がざあ1をδノを醐『ひえr方のみお翫ぐだざ〃㌧
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（2〉有する資格（複数の場合は全員についてご回答ください．センター長も含みます。）

①勤務形態 ②有する資格 ③勤務日数／週 ④相談担当
（1つに○〉 （該当するものすべてに○） （1つに○） の場合にO

L常勤 L保育士　　　　7．臨床心理士 1．1日未満
2．常勤であるが 2．社会福祉士　　8．主任児童委員 2．1日　　5．4日
工 他職との兼務 3．教諭　　　　　9．社会福祉主事 3．2日　　6．5日
3．非常勤 4．保健婦（士）・看護婦（士〉 4．3日
4．その他 5．栄養士　　　IO．その他（　　　　）

5．医師

L常勤 1．保育士　　　　7．臨床心理士 1、1日未満
2．常勤であるが 2．社会福祉士　　8．主任児童委員 2．1日　　5．4日
2 他職との兼務 3．教諭　　　　　9．社会福祉主事 3．2日　　6．5日
3．非常勤 婆．保健婦（士）・看護婦（士） 4．3日
4．その他 5．栄養士　　　m．その他（　　　　）

6．医師

L常勤 L保育士　　　　7．臨床心理士 L1日未満
2．常勤であるが 2．社会福祉士　　8．主任児童委員 2．1日　　5．4日
3 他職との兼務 3．教諭　　　　　9．社会福祉主事 3．2日　　6．5日
3．非常勤 4．保健婦（士）・看護婦（士） 4，3日
4．その他 5．栄養士　　　10、その他（　　　　）

6．医師

L常勤 L．保育士　　　　7．臨床心瑠士 1，1日未満
2．常勤であるが 2．社会福祉士　　8．主任児童委員 2．1日　　5．4目
4 他職との兼務 3．教諭　　　　　9．社会福祉主事 3．2日　　6．5日
3．非常勤 4．保健婦（士）・看護婦（士〉 4．3目
4．その他 5．栄養土　　　10，その他（　　　　　）

6．医師

▼

（3）相談を担当する職員の前職について嵐 上記（2）の④相談担当の欄に○が入った職員の方にお伺

いします。複数いらっしゃる場合は、その職員の方の番号（（2）左端欄の番号1．～4．）を左端の

番号欄ア，にご記入ください

ア

1．保育士

経験年数

2．他保育所の保育士

　　　年）

3．相談機関（ ） 4．その他（ ）

L保育士

（経験年数

2．他保育所の保育士

　　　年）

3．相談機関（ ） 4．その他（ ）

1，保育士

（綾験年数

2．他保育所の保育士

　　　年）

3．相談機関（ ） 4．その他（ ）

！．保育士

（経験年数

2．他保育所の保育士

　　　年）

3．相談機関（ ） 4．その他（ ）

螺瓢鴛舞叢麗騒鞭、 灘聾妻

帰羅
問13　面接相談、電話相談は週のうち何日実施していますか？また、開設時間はどのように

　　なっていますか？それぞれ数字をご記入ください。開設時間が曜日によって異なる場

　　合は、最も長い開設時問の曜日の時間をご記入ください。（時間外は除く〉

（1）面接相談実施日数：　週

　電話椙談実旋日数＝　週

（2）面接相談開設時間：

　電話相談開設時問：

（3）土曜日の開設l　L　している

（φ昼時間の開設；　L　している

問14

　1．

　2．

時

時

日

日

分　から

分　から

2．　していない

2．　していない

面接棺談の予約受付は行っていますか？（1つにO）

行っている

行っていない

時

時

分まで

分まで

問15相談の対象となる子どものうち、多い年齢層を上位から2つお選びください。

　1．O歳　　　　　　　　　5．4～6歳

　2．　1歳　　　　　　　 　　　6．小学校低学年児童

　3．2歳　　　　　　　　7．小学校高学年児童

　4．3歳　　　　　　　　　　　　8．中学生以上

問16持ち込まれる相談経路のうち、多いものを2つお選びください。

1．保護者

2．子ども本人

3．民生・児童委員

4．児童相談所・家庭児童相談室

5．教育委員会（教育相談室）

6．保健所・市町村保健センター

7．他の近隣保育所

8．小中学校

9．幼稚園

10．行政の窓口

U．地域の住民

12．その他（ 〉
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問17　面接相談及ぴ電話相談において1事例あたりの相談に要する回数はどのくらいのものが

　　　多いですか？　（1つに○）

　　L　助言や他機関の紹介等だいたい1～2回の相談で終わる

　　2，　3～4回の相談で終わる

　　3，5回以上相談が続く

　　4．　10回以上

　　5．その他〔　　　　　　　　　　　　）

問18　地域子育て支援センターが実施している事業内容や相談時間等について、住民に対する周

　　知活動としてどのようなことを行っていますか？該当するものをすべてお選ぴください。

　L　表看板の設置（所外での掲示〉

　2，　パンフレットの作成・配布

　3，広報等への宣伝の掲載

　4、　地域の保育所への定期的な訪問

　5，保健所等他関連施設への定期的な訪問

　6．　その他（　　　　　　　　　　　　）

問19鯛樋じ・繊子育て支援センター壱こおし
・て行う一はどの程

　　度でしょうか？近いものを1つ腿びくださレ㌔相談業務とは問～・の点勧の選択肢

　の内容を意味します。

L10％未満　　　　2．工Q～20％未満

4，50～70％未満　　5．70％以上

3，20～50％未満

問20相談・面接（電話相談も含む）業務の中で、どの業務に関わる時間が最も多いですか？

　　下記の①～⑥に示した業務のうち、業務時間が比較的長いと思われるものを上位3つ

　　お選びくださし㌔

　　第1位［ニコ第2位［二ニコ 第・位Eニコ

　　①相談の計画、準備等に関わる業務

　　②相談・面接

　　③電話相談

　　④協議・会議、事務連絡（電話を含む）

　　⑤相談の記録作成等の業務

　　⑥その他の事務処理業務
乱

問21地域子育て支援センターとして受け付けた相談への対応として、この1年間で連絡をと

　　ったことがあるところ、また時々とるところはどこですか？次の選択肢群の中から当て

　　．はまるものを3つまで、それぞれの回答欄に番号をご記入ください。特にない場合は

　　　②特になし」をお選びください。

（D連絡をとったことがあるところ

（2）時々連絡をとるところ

選択肢群

［ニコロロ

EコロEコ
1　①警察　②医療機関　③児童相談所　④教育相談室・教青センター等
i⑤福祉事務所⑥家庭艦談室⑦精神保健福祉センター⑧児童委員

…　⑳特になし

問22家庭児童相談室との連携にっいておうかがいします。地域子育て支援センターとして、家

　　庭児童柑談室とはどのような連携・協力関係をもっていますか？（1つに○〉

L定期的に連携会議・事例検討会議をもつなど頻繁に連携・協力している

2．事例により連携・協力することがある

3、家庭児童相談室はあるが、連携・協力することはない

4，地域には家庭児童相談室はない

5，地域には家庭児童相談室があるかどうかわからない、知らない
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問23　最近、顕著に相談件数が増加してきている分野（1）、また地域子育て支援センターとし

　　　て今後、カを入れて取り組んでいこうと考えている相談分野（2）について、点線内の選

　　　択肢群に示したものの中からそれぞれ1っずっお選ぴになり、回答欄にご記入ください。

（正〉顕著に相談件数が増加してきてし・る分野Eニコ

（2〉相談室がカを入れて取り組んでいこうと考えている分野〔二二］

選択肢

1．発育・発達

2．健康・医学的問題

3．しつけ・教育

4．基本的生活習慣

5．家族関係・親子関係

6．子育て不安・育児ストレス

7，就労との両立に関すること

8．経済的問題

9．子育て以外の家族関係

10．養護相談

11．虐待・放任・放置に関する相談

12．障害に関する相談

13．非行に関する相談

14・不登校・ひきこもりに関する相談

15，保育所、センターの利用・サークルの紹介に関すること

16．その他（　　　　　　　　　）

17，特にない

問24本来の目的を果たす上で、あなたは現在の地域子育て支援センターをどのように評価して

　　いますか？あてはまるものを1つだけお選ぴください。

1．地域子育て支援センターの目的に合致した本来の目的を果たしている

2．不十分なところはあるが、ある程度の成果をあげている

3．　不十分な状態である

4．　なんともいえない

5．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問25地域子育て支援センター事業の地域における相談の機能や役割分担について、あなたのお

　　考えに最も近いものは以下のうちどれですか？Lつだけお選ぴください。

（D現在重視している機能

　　正．地域の子育て支援の核として地域における身近な相談機関として直接相談を通した援

　　　助機能

　　2・子育てグループの育成・仲間同士相談・サポートしあう場の提供等、親の育児力を高め

　　　ることを目的とした集団援助機能

　　3．電話相談による援助機能

　　4．地域の子育て資源やサービスの紹介等の情報提供機能

　　5．地域の保育所や子育て支援サービス資源の職員や事業のバックアップ機能

　　6．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（2）今後強化すぺきだと考える機能

1．

2．

3．

4．

5．

6．

地域の子育て支援の核として地域における身近な相談機関として直接相談を通した援

助機能

子育てグループの育成・仲問同士相談・サポートしあう場の提供等親の育児力を高め

ることを目的とした集団援助機能

電話相談による援助機能

地城の子育て資源やサービスの紹介等の情報提供機能

地域の保育所や子育て支援サービス資源の職員や事業のバックアップ機能

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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問26児童家庭福祉実施体制のあり方にっいてお伺いします。今後、次の各分野の福祉サー

　　ビスを区市町村が主体となって実施することについてどのようにお考えですか？（1）

　　から（7）の項目についてそれぞれ1．～5．の中から1っだけお選びください。

適当で
る

条件次
であ

どちらと

いえな

あまり

当で
ない

不適当

ある

〔⊥）現行の保育・健全育成施策のみ区市町村で実施 1． 2， 3． 4。 5．

（2）障害児童福祉行政については区市町村で実施 1． 2． 3． 4． 5．

（3）ひとり親家庭福祉行政は区市町村で実施 1． 2． 3． 4． 5．

（4）要養護・非行・情緒障害児童幅祉行政について

は区市町村で実施
1． 2． 3． 4． 5．

（5）在宅サービスのみ区市町村で実施 1． 2． 3． 4， 5．

（5〉すべての児童擾祉行政にっいて区市町村で実
　施

L， 2， 3． 4． 5．

（7）その他（　　　　　　　　　　　） 1， 2． 3． 4．

問27　地域子育て支援センター事業を運営していく上での課題や相談活動についてのご意見等

　　　がございましたらご自由にお書きください。

ご協力ありがとうございました．

相　談件数調査

ア． 10 A

発育・発達

健康・医学的問題

しつけ・教育

基本的生活習慣

家族関係・親子関係

子育て不安・育児ストレス

就労との両立に関すること

の紹介に関すること

その他

（注）相談分類が二つ以上にまたがる場合は、r主たるもの』1つを選び記入してください。
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　　平成11年の11月分のみ、下記の相談分類に従い集計してください。また相談者の

　分類についても併せてお願い致します。

　　相談者の分類は下記のとおりです。

　①地域子育て支援センター事業を実施している保育所を利用している子どもの家庭か

　　らの相談

　②当該保育所を利用していない子どもの家庭からの相談

　　　　（近隣の他保育所を利用している場合、保育所を利用していない場合等）

□来所による面接相談件数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相談実件数　　　　　　　相談延件数

　＆　発育・発達

　　健康・医学的問題

　　しつけ・教育

　　基本的生活習慣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　麟
　a．家族関係・親子関係

　　、子育て不安・育児ストレス

　　就労との両立に関すること

　　子育て以外の家族関係〔夫婦関係）

　　養護相談

　　虐待・放任・放贋に関する相談　．

　　障害に関する相談

　　非行に関する相談

　　不登校・ひきこもりに関する相談

＆　保育所、センターの利用・サークル

　　の紹介に関すること

　　その他

（注1）実件数は相談考の人数を指し、1か月に何回も面接や訪問、電話相談を行っても、

　　それが同一ケースである限り、1件とします．

（注2）相談分類が二つ以上にまたがる場合は、r主たるもの』一っを選び記入してくださ

　　いo

■電話による相談件数

　相談者の分類は下記のとおりです。

①地域子育て支援センター事業を実施している保育所を利用している子どもの家庭

　からの相談

②当該保育所を利用していない子どもの家庭からの相談

　　（近隣の他保育所を利用している場合、保育所を利用していない場合等）

健康・医学的問題

しつけ・教育

子育て不安・育児ストレス

就労との両立に関すること

虐待・放任・放置に関する相談

障害に関する相談

非行に関する棺諌

の紹介に関すること

その他

（注1）実件数は相談者の人数を指し、1か月に何回も面接や訪問、電話相談を行っても、

　　それが同一ケースである限り、1件とします。

　　また、面接相談の予約電話は除きます。

（注2）相談分類が二つ以上にまたがる場合は、r主たるもの1一つを選ぴ記入してくださ

　　いo
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